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内容梗概

本論文は，電力機器の診断技術の開発を目的として，研究を遂行した結果を緩めた

もので，以下の 6 章より構成されている。

第 1 章は序論であり，電力機器の診断技術の必要性を社会的背景より述べている。

なお本研究では，電力機器の診断技術として， GIS (G錨Insulated Switchgear ) ・発電

機の診断技術に着目していることから，その現状と課題を述べ，本研究の目的及び意

義を明らかにしている。

第 2 章では，絶縁劣化の予兆現象である部分放電から放射される電磁波に着目し，

その電磁波を検出するとともに，放電源の位置標定を行う手法の開発を行っている。

放射電磁波を複数のアンテナで受信することにより，その到達時間差を求める方法と

して，電磁波空間位相差法を提案し，変電所設備の中で重要な要素設備となっている

GIS と発電所設備の心臓部とも言うべき発電機の固定子コイル絶縁の劣化検出に適

用した結果について述べている。なお， G 1 S では VHF 帯 (MH z) 電磁波，発電

機では SHF 帯 (GH z) 電磁波を受信・解析し，本手法の有効性を明らかにしてい

る。

第 3 章では，部分放電より放射される VHF 帯の広帯域電磁波を，ウェープレヅト

変換により時間周波数解析を行った結果を述べている。具体的には， G 1 S 内の

S F 6 ガス中の部分放電に着目しており，この解析結果から放電電荷量とウェープレヅ

ト変換によるダイナミックスペクトラムとの関係を明らかにしている。

第 4 章では，実運用に供していた発電機からサンプリングした固定子コイルを用い

て絶縁破壊試験を行い，その放射される GHz 帯電磁波を測定することで，コイルの

絶縁劣化状態を診断する方法を提案している。その際，診断方法として一般的に用い

られている累積破壊確率と放射電磁波パルスとの関係を明らかにし，発管機運転停止

の一つの判断基準となりうることを示している。

第 5 章では，同期発電機・電動機などの軸受部の診断方法として有効とされている

フエログラフィ一分析法の自動診断化を検討している。フエログラフィ一分析法の摩

耗粒子自動検出を実現とするために，コンビュータによる画像処理技術とニューラル

ネットワークを用いたシステムを構築し，実際に摩耗粒子の判別に用いた結果を述べ，

その有効性を明らかにしている。

第 6 章は結論であり，本研究で得られた成果を総括している。
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第 1 章

序

1. 1 

号A

B問

緒言

電気は照明・熱・動力・通信など多様な利用形態に容易に変換できうることから，

電力需要は今後 2030年まで年率 2-- 3 [%J の割合で上昇し，総エネルギーに占める電

力需要の割合(電力化率)は，現在の 40 [%]前後から 50- 60[%] にまで増加するもの

と想定されている ( lio また，高度情報社会へと進みつつある現在，より良質な電力の

安定供給(無瞬断・無停電)はこれまで以上に望まれている。

一方，電力業界における規制緩和が世界的な趨勢となっており，我が国では電気事

業の運営に関する法律である電気事業法 (2) (3) が， 1995年 4月 9 日に 31年ぶりに改正

( 1995年 12月 1 日施行)され，他業界からの発電分野への参入が自由化されると共に，

各電力会社聞においてもヤードスティック方式 (3 ) という本格的な競争原理が導入され

た。電力会社は一層の企業努力・経営効率化を要求され，設備工事費のコストダウン，

保守業務の合理化による経費削減が要求されている。

この様な時代背景のもと，我が国では昭和 30年-- 40年代 (1960--1970年代)の高度

経済成長期に設置された数多くの電力機器・設備が 20年 -30年の使用期間を経過し，



老朽化 ( 1) (4) が進んでいることから，機器・設備の事故の未然防止，効率的な更新計

画のためにも，より合理的な診断手法 (5) - (12) の開発が強く要望される情勢となって

いる。電力機器・設備の診断において，各種の異常の兆候となる現象を検出するため

のセンサ技術が必要とされるが，近年の技術進歩により複雑な物理的および化学的現

象を検出することが可能となり (5)~(12l ，効果的な診断・監視を行うことが実現され

つつある。

1. 2 G 1 S ・発電機の診断技術の現状と課題

<GIS の診断技術の現状と課題>

変電所設備において重要な設備である S F 6 を利用したガス絶縁関閉装置 (G 1 S : 

Gas Insulated Switchgear )が，我が国に 1969年(昭和 44年)に導入されて以来，その優れ

た適合性(コンパクト，耐環境性，安全性等)から急速に普及してきた。導入初期の

GIS は) í複圧・循環式 J (高圧ガスにより遮断し，低圧ガスで対地絶縁し，その

ガス圧を常時循環させる方式)であり構造が複雑であったことから，運転保守は頻繁

に行われた。その後) 1970年代後半(昭和 50年代)には，現在の「単圧・封じきり式」

(低圧ガスだけを使用して遮断時にのみガスを圧縮する方式)となり) G 1 S の大幅

なコンパクト化につながり，高信頼性・保守性が格段に向上している( 1 3) (1 4) 。現在

では，新しく建設される変電所のほとんどに GIS が採用され，また， UHV(1000 

[kV]) G 1 S や 500 [kV]直流 GIS の実用化への見通しが得られている ( 1 3) (14) 。

GIS は本来無保守・無点検を指向した機器であるが，万一内部事故が発生した場

合には，その復旧に多くの時間を要し系統運用にも影響を与えるという欠点がある。

したがって，金属容器によって密閉されている開閉装置の内部の機器が十分な機能を

保持していることの確認，内部における異常兆候の早期発見や故障位置の標定が重要

であることから，診断技術の開発適用が特に必要とされ，この点に関する技術開発は

活発に行われている。部分放電(P D : Parti心 Discharge )検出による絶縁診断方法とし

ては，絶縁スペーサ法，タンク外壁検出法，振動検出法，音響検出法等が報告されて

いる (5) (8) (15) 。しかしながら，上記の診断方法では，その信号検出センサは GIS

に接触あるいは内蔵されており，測定の安全性や作業性等を考慮すると，変電所設備

における機器に対しては，非接触で診断を行うことが理想的である。 GIS における

PD の発生から絶縁破壊までのリードタイムは数時聞から数日が大半を占めている (9 ) 

ことから，突発的に発生する異常に対し常時監視する必要性があり，人員の省力化か

らも自動監視イじが望まれている。

<発電機の診断技術の現状と課題>

大容量発電プラントの新設が飽和傾向にあるなかで，プラントの長寿命化・予防保

全に関する研究が活発に実施されている。発電機は定期的な保守管理によって信頼性

の確保・向上を図っているが，電力需要の昼夜間格差，季節間格差が年々拡大の一歩

を辿っており，火力タービン発電機(日本の全発電電力量の約 60 [%]が火力発電であ

る ( 1 ) (18) )の中間負荷運用) D S S (Daily Start-Stop : 毎日起動・停止)やWSS

仰印刷Y Start-Stop : 毎週起動・停止)が高頻度に要求され運転条件の過酷イじが進んでい

る は) ことから，安定した運転を継続するための適切な劣化診断技術が社会的な要請と

なっている。

発電機は鉄合金，非鉄合金，絶縁物など各種の材料を用いており，その材料が個々

の特性を持ち，且つ，電気的，機械的，熱的といった多様なストレスが種々の運用モ

ードで合成された形で作用するため，各部品ごとの劣化状態を測定・監視するシステ

ムが必要となる。発電機の事故としては，固定子コイルの絶縁破壊事故，軸受部の損

傷 3 ブラシおよびスリップリングの事故，振動問題等であり ( 4){ 5 ) ( 1 9) ，特に，固定

子コイルの絶縁破壊事故と軸受部の事故は，長期間の運転休止を余儀なくされること

から，最も重要な診断箇所となっている。

固定子コイルにおける絶縁破壊は絶縁体中の欠陥部(ボイド)で生じることが多く，

この欠陥部で発生する P D (部分放電)が破壊の発端となることから) P D の測定・

解析は健全性評価の重要な手段となっている (4 )-( 1 2) (16) ( 1 7) 01980年代において北

米の水車発電機で絶縁トラブルが多発し，これに対処すペく PD計測技術の開発が行

われ) 1990年代に入りタービン発電機・電動機も対象として) P D計測技術による絶

縁診断法が世界的に報告されているが，診断精度の向上にはまだまだ計測結果の蓄積

が必要となっている ( 1 6) (1 7) 。



一方，軸受部の劣化診断法としては，低周波振動法，分光分析法，援動加速度法，

フエログラフィ一分析法等があげられている (5) (20) - (22) 。なかでも，フエログラフ

イ一分析法は，摩擦部分の致命的な損傷を未然に防止することを目的として開発され

た摩耗粒子分析法であり，他の方法では発見し得ない損傷形態(摩耗，焼付き，疲労

はく離)を検出できることから，有効な軸受部劣化診断法となっているは 0 ) 。しかし

ながら，フエログラフィ一分析法は摩耗粒子の種類・量・大きさ等を光学 (2 色)顕

微鏡による分析官の目視により計測し，これらを劣化状態の判定基準としていること

から，欠陥の有無を判定するにはかなりの経験を必要としており，熟練者の不足，疲

労による誤診，診断時間の短縮等の問題を解決するという点から，その自動化の必要

性が増大している。

1. 3 本研究の目的

本研究では，変電所において重要な要素設備となっている G 1 S (ガス絶縁関閉装

置)と，発電所の心臓部とも言うべき発電機の固定子コイルの絶縁破壊の予兆現象で

ある P D (部分放電)の検出技術の開発と，発電機・電動機等の回転機軸受部の自動

診断技術の開発を目的とする。以下に第 2 章から第 6 章の検討内容について述べる。

第 2 章では，絶縁劣化の予兆現象である部分放電から放射される電磁波を検出する

とともに，放電源の位置標定を行うことを目的として電磁波空間位相差法 (23 ) -- (25) を

提案し， G 1 S 及び発電機固定子コイル絶縁に適用した結果を示す。 GIS では，

VHF 帯 (MH z) の広帯域電磁波，発電機では SHF 帯 (GH z) の狭帯域電磁波

を受信・解析し，本手法の有効性を明らかにする。なお， GH z 帯電磁波を狭帯域で

受信可能とするためにダウンコンパータを設計・製作し，その性能評価を行うととも

に，ダウンコンパータによる GHz 帯電磁波の計測結果について示す。

第 3 章では，ウェープレット変換を用いた PD解析法を提案し， G 1 S 内の S F 6 ガ

ス中における PD からの放射電磁波のダイナミックスペクトラムと，その電荷量との

関係を示す (26) (27) ことを目的とする。そして，このダイナミックスペクトラムと電

荷量との関係による絶縁劣化診断の可能性を検討する。
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第 4 章では，発電機固定子コイル内の PD から放射される GHz 帯電磁波と， 3σ 

管理法 (5 ) より求め得る累積破壊確率との関係による絶縁劣化診断法を提案し，発電機

の計画害緊急停止を回避するための指標を示す (28ト (30) ことを目的とする。本診断法

の有効性を，固定子コイルを用いた絶縁破壊試験を行い，その累積破壊確率と放射電

磁波パルスとの関係から示す。

第 5 章では，同期発電機・電動機などの軸受部の診断方法として有効とされている

フエログラフィ一分析法の自動診断化技術の開発 (31) を目的とする。フエログラフィ

一分析法の摩耗粒子自動検出を実現するために，コンビュータによる画像処理技術と

ニューラルネットワークを用いたシステムを構築し，実際に摩耗粒子の判別に用いた

結果を述べ，その有効性を示す。

第 6 章では，結論として得られた成果を総括する。

1. 4 結言

本章では，電力機器の劣化診断技術の開発の必要性とその課題を現代の社会的背景

から述べるとともに，本研究の目的を明確にした。
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第 2 章

電磁波空間位相差法を用いた

非接触部分放電検出法

2. 1 緒言

変電所設備において重要な要素設備となっているガス絶縁関閉装置 (G 1 S Gas 

Insulated Switchgear) の絶縁破壊の予兆現象である部分放電( P D Partial discharge) 信

号の検出・放電源位置の特定は検討すべき課題となっている( 1) -川。 GIS は本来

無保守・無点検を指向した機器であるが，万一内部事故が発生した場合には，その復

旧に多くの時間を要し系統運用にも影響を与えるという欠点がある。したがって，金

属容器によって密閉されている開閉装置の内部の機器が十分な機能を保持しているこ

との確認，内部における異常兆候の早期発見や故障位置の標定が重要であることから，

診断技術の開発適用が特に必要とされ，この点に関する技術開発は活発に行われてい

る。

GIS の PD検出による絶縁診断方法としては，絶縁スペーサ法，タンク外壁検出

法，振動検出法，音響検出法等が報告されている (l) -(5) 。しかしながら，上記の診

断方法では，その信号検出センサは GIS に接触あるいは内蔵されており，測定の安
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全性や作業性等を考慮すると，電力機器に対して非接触で診断を行うことが理想的で

あると考えらる白また， G 1 S における PD発生から絶縁破壊までのリードタイムは

数時間から数日が大半を占めている (6 ) ことから，突発的に発生する異常に対し常時

監視する必要性があり，また，人員の省力イじからも自動監視イじが望まれる。

発電設備としては，発電機の高電圧化，大容量化，高機能化等に伴い，設計電界の

上昇，始動・停止頻度の増大など，その使用条件は一段と過酷になっており，絶縁劣

化の進展が早まることが懸念されている (4 ) ( 日 ) - ( 1 0 ) 。そして，長期運転した発電機

で絶縁破壊事故が発生した場合，コアまで損傷する例が運転事故の 55% に達するとい

う報告 は) もあり，その復旧工程およびその費用は多額によがるものと考えられる。

よって，発電機絶縁破壊事故を未然に防止し，かつ絶縁の経年劣化状況の把握による

機器の保守・管理計画に反映すること等から，発電機の絶縁劣化診断技術の開発が望

まれている。固定子コイルにおける絶縁破壊は絶縁体中の欠陥部で生じることが多く，

特に固体材料や 2 種類以上の材料からなる複合材料では，ボイドなどの欠陥部で発生

する PD が破壊の発端となる ( 4 ) ため， P D の測定・解析は健全性評価の重要な手段

となっている は) -( 18 ) 。

そこで本章では，電力機器の絶縁故障の予兆現象である PD から放射される電磁波

を複数の検出用アンテナで受信し，電磁波空間位相差法 (19) - (21) を用いて PD 信号

の検出を行う方法を提案する。なお，電磁波空間位相差法はコンビュータを用いて処

理することから，自動常時監視システムとしても期待ができる。本手法の有効性を，

GIS タンクを用いた故障模擬実験(屋外)と，発電機固定子コイルの部分モデルを

用いた実験，及び実運用に供している発電機に対して適用した結果より示すこととす

る。

2. 2 電磁波空間位相差法の原理 いい (21)

電磁波空間位相差法の原理を図 2. 1 に示す。電磁波空間位相差法は，放電源から放

射される電磁波を複数本のアンテナを用いて任意の時間幅で受信した際の，空間周波

数領域における位相差，すなわち空間位相差を求める ( 19 ) - (21 )ことにより， P D を

10 -

検出可能とする手法である。なお， 2 点閤(アンテナ位置)の空間位相差を時間領域

に変換することで，放射電磁波の両アンテナ閣の到達時間差( t 12 = t 2 ・t1 )を求め

ることができる。

放射電磁波の測定点聞における空間位相差を求めるアルゴリズムとして図 2. 2 に示

し，以下にその処理手順について述べる。なお電磁波空間位相差法は最尤推定法

( Maximum Like1ihood Estimation Method )を用いた時空相関関数 (2 2) - (24) 基づいている。

t2 

アンテナ 1 アンテナ2

a1 (x1, y1, t1ノ a2 (x2, y2, t2，ノ
= a1 企1， t1ノ = a2ケ2， t2) 

f::.112 :;.;ι f1 .:.. ) 

時空間領域においてデータを取得

空恥打ング ハ 3舗欄
LI = a(絶縁停滞勿

図 2. 1 電磁波空間位相差法の原理

Fig. 2. 1 Principle of Spathal Phase Difference Method 
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2 本のアンテナで受信した電磁波信号を以下の様に定義 ( 23 ) -(26) すると，
W(/) = , ~ ， ~12 (/) 

1 G12 (/)1 [ト C12 (/)] 、
、
，
，

J

n
4
u
 

凸
ソ
白

〆
'
'
也、

Xj (1) = S(t) +nl (1) 

X2 (/) = α s(1 -D) + n2 (t) 

(2. 1 a) 

(2. 1 b) を用いる ( 2 3) (24) 。ここで， C 1 2 は"振幅 2 乗コヒーレンス( Magnitude Squared 

X 1 (t) : アンテナ 1 の受信信号

X 2 (t) : アンテナ 2 の受信信号

S(I) 放電源信号

n 1 (t).n 2 (t) : 無相関である背景雑音

α : 減衰定数 D: 時間差 (t 1 2 司 2 ・t 1 ) 

Coherence) ( 2 2) "であり E 以下の式で表される。

I (G12 (f))2 
12 (f) 二 I~

IG1 1 cnG22 (乃 、
、
，

J

a
A
吐

n.,“ 〆
't
、

ー~ ......, -r. 
ιー ιー'- , 

となり，この両アンテナ地点における受信信号の到達時間差D を求める。

まず，両地点の受信信号を任意の時間幅でフーリエ変換( Fourier Transform )を行い，

その相互エネルギ密度スペクトル( Cross Energy Densi句T SpeCtrum )を求めると，
Gl1 (乃 =IX1ω1 2

、
、
，
，
，

au 

'
h
H
u
w
 

n
y白f

e
k
 

G22 (乃 = IX2 (乃1 2 、
、
，

，
，

L
u
 

p
h
υ
 

nd
“ f

t
‘
、

事

G12 (f) = X 1 (f)X2 (f) 

G 12 ω : 相互エネルギ密度スペクトル

X 1 (f) :X 1 (り の周波数スペクトル

X 2 ω :X 2 (t) の周波数スペクトル

本複素共役

、
‘
.
，

z

J

Aリλ
“

• nJ
“ 〆

，
，
、
、

であり，エネルギ密度スペクトル( Energy Density Specturm )を示している。

よって式 (2. 6) より，相関関数である R( r )は重み関数と相互エネルギ密度スペク

トルの積をフーリエ逆変換を行うことにより求めることが可能となる。

となる。 一方，放射電波源が移動しない場合，空間周波数領域における両地点聞の空

間位相差は一定であることから，背景雑音を有効に抑制する積算平均化( A veraging ) 

を用いることが可能となる。そこで，式 (2. 2) の相互エネルギ密度スペクトルに対し

てデータ数分の積算平均化を行う。この相互エネルギ密度スペクトルのフーリエ逆変

換(Inverse Fourier Transform) により，両地点閣の時間差 D を求め得るが，しかしなが

ら， S別比が低い場合には，到達時間差 r =D を推定することは困難 (23 ) (24) となる。

微小信号受信時に際しでも到達時間差を検知可能とするフィルタ関数(重み関数)を

考慮する必要性があることから，"最尤推定法例以imum Likel出∞d Estimation Method )" 

を重み関数に適用して，

R(τ)= f wωGl2ω e)2 rr.fr df 

-7C12(乃 G12ωJπJ， .,11' 
一 一ー

と 1 1 ・ C12 (乃1 IG12ω1 -ウ

-7C12(乃 n)(;(ん)2ψJ
ill-C12(乃1 - -つ

(2. 6) 

e爪f) _ G12 (f) 
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である。

また，式 (2. 7) において，式 (2. 1) の両式の背景雑音が互いに無相関である場合，

空間位相差~ (り は時間差 D を示し，

2. 3 部分放電源の位置標定方法

eJr�U) = e-)2 nfD 
ー

、
‘
，
，

，
，

n
M
U
 

A
γ白

〆
'
E、
、

2つの基準点からの距離差が一定である点の軌跡が，両基準点を焦点とする双曲線

であることから，一対( 2本)のアンテナを焦点とみなすと，その放射源の位置は，

特定の双曲線上に存在することになる。距離差とは，すなわちアンテナへの到達時間

差と電磁波の伝搬速度( 3 x 10 B [m1s] ) の積により求まることから， 2対( 4本)のア

ンテナへの時間差をよ述した空間位相差法により求め，式 (2.10) に代入することに

より， 2つの双曲線の交点として放射波源の位置標定を行うことができる(双曲線法)。

その概念図を図 2. 3に示す。位置標定においての空間分解能(双曲線が交わる点)は，

データのサンプリング周波数に依存する。

本手法を GIS を用いた PD の位置標定に用いる。なお， G I S は密閉されている

ことから， P D による電磁波はプヅシングから漏洩するものと考えられ， G I S 内で

発生した放電点の位置標定ではなく，放電が生じている機器の位置を標定することを

意味する。

となる。

よって，到達時間差が r =D のとき，

e J 似f) ・ e J 2π fr 1 、
、
，

J

n
u
u
 

n
ノ
“

r
，
‘
、

となり，式 (2. 6) の相関関数 Rの)は最大値を示すことになる。すなわち，両受信信号

の到達時間差 D は空間周波数領域の空間位相差から求め得ることが分かる。

GlI (f) = IX1 (f)12 

G22 (f) = IX2 (f)12 
G12 (f) = X *1 (f)X2 (f) 

イ(X) ーが +(Y) -Y)2-J(X 2 - X) 2 + (Y 2 - Y)2 = ctl2 

J(;3-xf +(Y3 _y)2 -~(X4 _X)2 +(Y4 _y)2 =cら

(2. 10a) 

(2.10b) 

Max匇um L�kel劜ood Est匇ation Method 

fnverse Fourier Transform 

R( τ ) = f c'12( f ) ピげW併〆øUげf
ιυ11ιlト-C12 (f) 1 '" <;; UJ 

C2似lロバ2バ(ωfハ)ド叫= 1い(G1仇ωIロ12(川fハ川)η)2汁1 e}ﾘU) 一皇L位工丘L 一 eμ-づ-}2ρ2
I G)れ1 (f)G22バ(f刈)I 一 IG陥G12 (f) 1 一

(X， y): 放電源の位置

(Xn ， yJ: 各アンテナの位置 (n= 1~4) 
t12 : アンテナl とアンテナ2の時間差

t34 : アンテナ3 とアンテナ4の時間差

c: 電磁波の伝搬速度(3 x l08[m / s]) 

く 繍働思量: う
出力強度

小 (Intensity)

一一一ーは 一一
・T/2 H TI2 

t12( =ロ ・ t1 ) =0 

到達時間差 :τ

図 2. 2 電磁波空間位相差法のアルゴリズム

Fig. 2. 2 Algorithm of Spatial Phase Difference Method 
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4T5 
2. 4 GIS の部分放電検出2T5 

4T5 

2. 4. 1 実験配置と計測システム

L!C 

実験方法として，図 2 ， 4 に 77kV G 1 S タンクと試験回路を示す。同図に示す様に，

GIS タンク内の 3導体中の 2導体間に針一平板電極(ギヤヅプ長: 10 [m皿] )を接続

し，これを模擬絶縁故障点，すなわち部分放電源とする。そして，この針状電極に交

流電圧(対地)を印加し，放電させる。なお PD の電荷量を可変させる場合，ギャッ

プ長を変える方法と，印加電圧を変える方法があるが，本実験では PD の電荷量を印

加電圧を可変することで変化させることとした。 GIS タンク内のガスは S F 6であ

り，ゲージガス圧力を o [kg/cm 2] (大気圧)に設定した。

PD の電荷量の測定は，カップリングコンデンサ(ニチコン社製:容量 2000[PF] ) 

に流れる電流の波高値を，予めパルス発生器により校正パルスを注入することで求め

ておいた値と比較することにより算出する。その際，電涜の波高値はデジタル・スト

レージ・オシロスコープ (D S 0 :テクトロニクス社製 2440型)により抵抗 (50[Q])

を介して(電圧波形として)測定する。なお， D S 0 のサンプリング周波数は 400

[MHz]である。

GIS 内の部分放電検出として行った実験配置ついて図 2 ， 5に示す。なお同図にお

いて， 77 kvGIS タンクを任意の場所に配置してコロナ放電を発生させる。その際，

50 [m] 四方に配置した 4本の検出用アンテナにより放電信号を受信する。各アンテナで

受信した信号はデジタルストレージオシロスコープ (D S 0 , Gould 社製 4072型)に

より 4チャンネル同時にサンプリングされアナログ/デジタル変換される。そしてデ

ジタル変換された信号はコンビュータに読み込まれる。なおDSO のサンプリング周

波数は 400 伊田z] であり，アンテナはパイコニカルアンテナ( EMCO 社製 3014C 型，

周波数帯域 20 .....， 200β但z] )を用いている。

アンテナ位置
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図 2 ， 3 放電源位置の標定(双曲線法)
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1. 2 [皿] φ軟銅線で中心導体に巻き付け固定

針一平板電極
2. 4. 2 部分放電源の位置標定

模擬G I Sr: 
_J ~!皿]

針
一

綿
一
ク

オ
一
ツ一
ダ
一
イ
一
一

フ

板
一
ス
ス

銅
一
ンラ

v
ト
他

用
局

験
仰

試
却

色

GIS を 4本の各アンテナから等距離(図 2. 5における中心位置)に置き，模擬放電

として 1500 [PC]を放電させた時の， 4本のアンテナで受信した波形 (D S 0 での受信

電圧比)を図 2. 6に示す。なお同図における信号の取り込み時間は， 2.56 [#sJ (ポ

イント数は 1024ポイント)である。

同図より，受信波形は雑音を含んでおり，また GIS を中心位置に置いたがその受

信レベルにばらつきが生じていることから，単純なレベルに関するしきい値では到達

時間差を検出できないと考えられる。そこで，この受信波形に対して空間位相差法を

適用した結果を図 2. 7 に示す。データセットとして 1 0組分取得したことから，式 (2. 2) 

における平均加算は 10回分で行われている。なお同図 (a) はアンテナ 1 ， 2の信号到達

時間差，同図(b)はアンテナ 3 ， 4の信号到達時間差を示しており，その時間差におけ

る両信号の一致度合いを，出力強度として式 (2. 6) の相関関数 R( ! )により示してい

る。つまり，出力強度が最大値を示す時間差が，両信号の到達時間差を意味する。な

お，その時間差は，アンテナ 1 (アンテナ 3) で受信した信号に対して，アンテナ 2

(アンテナ 4) で受信した信号が，どの程度進でいるかを示している。到達時間差の

，一"はその逆の場合を意味する。

同図 (a) より，アンテナ 1 ， 2の信号到達時間差は O. 0 1 [ # s] (P D 源がアンテナ 2 に

近い) ，同図(b)よりアンテナ 3 ， 4の信号到達時間差は 0.0075 [# s] (アンテナ 4に近

い)であることが分かる。この到達時間差をもとに双曲線法を用いて， P D の位置標

定を行った結果を図 2. 8に示す。同図より，実際の GIS の位置A と空間位相差法に

よる標定位置ムがほぼ一致しており，測定誤差はアンテナ間距離に対して 2. 65[%] で

ある。

上記の場合， G 1 S を中心に配置，すなわち， G 1 S と各アンテナ聞の距離が等距

離の場合の位置標定であった。しかしながら，実際的に位置標定を行う場合には，

GIS と各アンテナ聞の距離は異なっていることから， G I S を任意に配置し PD を

起こした際の到達時間差を図 2. 9 に示す。同図よりアンテナ 1 ， 2の到達時間差は -0. 1 

[ # s] (アンテナ 1 に近い) ，アンテナ 3 ， 4の信号到達時間差は 0.06[#s] (アンテナ 4 に

近い)であることが分かる。上記と同様に，この到達時間差をもとに位置標定した結

絶縁電線

カップリング
コンデンサ
C=2000[pFJ 

R=50 [Q J 

F-① 3次翫口
DSO 

図 2.4 77kvG 1 S タンクと試験回路

Fig. 2.4 77kV GIS and the experimental c江C山t

50[mJ 

レカニ
ナ

コ
-
ア

イ
ン

パ
ア

アンテナ 3

50 [皿]

77kV GIS アンテナ 2

測定車内

図 2. 5 実験配置

Fig. 2. 5 E>.:perimental 町姐gernent
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2. 4. 3 微小放電に対する測定

{
自]
K
F

実際に PD計測による絶縁診断を行う場合，より微小な電荷量においても，その識

別が可能となるシステムが望まれる。そこで，本システムが図 2 ， 5の実験配置におい

て，どの程度の微小放電電荷量まで検出可能かを図 2 ， 11 に部分放電電荷量の識別限界

として示す。なお同図における放電点とアンテナ距離は 35 ， 36[m] (50 [m] 四方にアン

テナを配置したことから，放電源とアンテナとの距離は，

50[m] x ,J" 2)/2=35 , 36[m] 

の一定として，放電電荷量を可変した。

同図より，放電電荷量と出力強度は比例関係にあり，放電電荷量が小さくなれば，

出力強度も低下するということが分かる。また，放電を発生させない場合のパヅクグ

ラウンドの出力強度より小さい値の出力強度では，放電の存在を識別不能であること

から，確実に識別できる放電電荷量は，約 1000 [PC]であることがわかる。

一方，受信する際の信号強度は，放電電荷量および， 伝搬距離に依存すると考え

られるので，図 2. 12にアンテナの距離を縮めた際の電荷量と受信波形の最大値の関係

を示す。なお同図の放電位置とアンテナとの距離は， 3, 36[m], 9. 63[m] とした。同図

より，放電電荷量と放射波の信号強度は，電荷量が小さくなる程，信号強度も直線比

例的に小さくなることが分かる。また，距離が増大するに従い，その直線関係の傾き

が小さくなることがわかる。すなわち，より微小電荷量の放電に対しては，アンテナ

を GIS に近づける必要性があるといえる。

図 2 ， 12におけるアンテナ距離 (3. 36[m], 9.63[m] ，到達時間差計算値: O. 0209[)1 s] ) 

において空間位相差法を適用した結果を電荷量と到達時間差として図 2 ， 13に示す。な

お上述した様に，このアンテナ距離では確実に 1000 [PC]を識別できることから， 1000 

[PC]の到達時間差を示す同図 (a) を基準データとして検討する。

500 [PC]の到達時間差を示す同図(b)は，同図 (a) と同じ到達時間差を示しているこ

とから，確実に部分放電を検出したといえる。しかしながら， 1 70 [PC]の到達時間差

を示す同図 (c) は，同図 (a) と異なった到達時間差を示していることから，部分放電を

検出することができない。また，同距離においては放電電荷量 350 [PC]が検出限界で

-40 
・40 -30 ・20 ・10 0 10 20 30 40 

X [m] 

図 2. 10 部分放電源の位置標定 (放電電荷量 2000[PC] ) 

Fig. 2. 1 0 Location of PD のisch訂ge : 2 0 0 0 [PC]) 

果を図 2 ， 10 に示す。同図より実際の GIS の位置A と空間位相差法による標定位置ム

は，ほぽ同位置を示しており，本方法が PD の発生点を検出する上で有効であること
が分かる。

あった。
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すなわち，微小放電電荷を対象として絶縁診断を行う場合，アンテナをより GIS

近傍に設置することが不可欠であり， G 1 S 近傍に設置することが可能であれば，

100 [PC]以下の放電電荷量の検出を実現できる。

70 I 

/ 60 ト

/ 
50 

30 

20 

10 
o 5∞ l∞o 1500 2α氾

部分放電電荷量 [p::J

図 2 ， 11 部分放電電荷量と出力強度 (アンテナと GIS との距離: 35 , 36[m]) 

Fig , 2, 11 Relation between p訂世al discharge and output int∞sity 
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。
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図 2 ， 12 部分放電電荷量と受信波形の最大値

Fig , 2, 12 Relation between partial discharge and maximum value 
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図 2 ， 13 部分放電電荷量と到達時間差の出力強度

(G I S と各アンテナとの距離，アンテナ 1 : 3. 36 [m] ，アンテナ 2 : 9, 63 [m] ) 

Fig , 2, 13 Relation between p釘tial discharge and output intensity of time difference of arrival 
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2. 5 発電機固定子コイルの部分放電検出

2.5.1 GHz 帯放射電磁波測定システム

発電機の固定子コイル内のボイドで発生する PD は 1--5[ns] の現象であると報告さ

れており (14)~(16) ，また一般的に PD によって放射される電磁波はマイクロ波帯

(GH z 帯)にまで及んでいることが知られている ( 3 ) (2 7) (28 1 0 この様な観点から，

マイクロ波帯電磁波で絶縁劣化の予兆現象である PD の検出を可能とするシステムを

開発した。開発したシステムは， P D から放射されるマイクロ波帯電磁波を複数(2 

本)アンテナで受信し，その信号を独自に設計・製作した GHz 帯相関型受信機(ダ

ウンコンパータ)により処理し電磁波空間位相差法 ( 19 ) - ( 21 ) を適用することで PD

検出を行うものである。なおダウンコンパータは受信した GHz 帯 (2--3 [GHz]にお

いて選択的に狭帯域)電磁波信号を周波数帯域が 1 [kJセ] --500 [kHz]の信号に周波数変

換する GHz 帯専用受信機である。

開発した非接触 PD検出システムの構成について図 2. 14に示し，表 2. 1 にアンテナ

(ダブル・リヅジ・ガイド・ホーン・アンテナ) ，表 2. 2にマイクロ波プリアンプョ

表 2. 3 に A/D 変換装置，表 2. 4にコンビュータの各仕様を示す。なお，アンテナとマ

イクロ波プリアンプ聞のケープル(型名: 5D-2w ，長さ 10 [皿] )の減衰量は 7 [dB] 

(3 [GHz])となっている。

本システムの動作として以下に述べる。 PD からの放射電磁波を 2本のダブル・リ

ツジ・ガイド・ホーン・アンテナにより受信し，マイクロ波プリアンプを通した後に，

ダウンコンパータに入力する。ダウンコンパータから出力した信号を A/D変換装置

(サンプリング周波数: 1 酢1Hz] )により 2チャンネル同時にサンプリングし，コン

ビュータに取り込む。 A/D 変換装置のトリガ信号は印加電圧( A. C. 60 凹z] )の O

クロス時に発生させる。そして，電f t間位相差法により，この 2本のデジタルデ

ータから PD によって放射されるマ ， ゾロ波帯電磁波を検出すると共に，両アンテナ

閣の到達時間差を求める。なお，検出システムのセットノイズレベルは -110 [dBm] で

ある。

-28 -
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ANTE悶~A
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Trigger 

図 2. 14 検出システム

Fig. 2. 14 PD detection 勾stem

表 2. 1 アンテナの仕様

PC 

Table2. 1 百四 specification of double ridge guide horn antenna 

使用機種

周波数帯域

平均電力利得

平均ビーム幅

3115 (EMCO製)

1 ~18 [GHz] 

10. 7 [dB] 

E-Plane 53 [degJ 
H-Plane 48 [deg] 

表 2.2 マイクロ波プリアンプの仕様

Table2. 2 The 叩∞出cation of amplifrre 

使用機種

周波数帯域

利得

手1J 1:尋フラット不ス

雑音指数

1dB利得圧縮
レパ;ノレ

:8449B(HP製)

:1[GHz]~26.5[GHz] 

:26[dB] 

: + [dB] 

: 7 [dBJ ~j -12. 7 [GHz]) 

:壬 +7[dBm] 
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表 2.3 A/D 変換装置の仕様

Table2. 3 百le specification of AID ∞nvert町

fout = 1ん一五。ωI1
、
‘
，
，
，

-
-
-
Eゐ

-
E
・
E

・-
q
b
 

〆
'
目、、

使用機種

入力チャンネノレ数

: DAS-50 (阻ITHLEY製)

: 4 (ボード2枚を各lチャンネ
ルとして使用)

fout ダウンコンパータ出力の中心周波数

fzn 入力信号の中心周波数

fIocal ダウンコンバータの局部発振器周波数

分解能 :12bit 

サンプリング周波数 :1[阻z]

メモリ

入力電圧レンジ

: 2MB 

: + 2. 5 [V] , + 5 [V] ，土 10[V] 
0~5 [V] , 0~10 [V] SHF入力 ビデオ出力

表 2. 4 コンビュータの仕様

低級通過フィ ノレタ

遮断周波数 ー 3 GHz 

低域通過フィルタ

遮断周波数 : 500 kHz 

Table2. 4 The specification of ∞mputer 

使用機種 : apricot XEN-LS II (三菱電機製)

c PU : i486DX2 (66MHz) 

主記憶容量 : 20MByte 

外部記憶容量: 500MByte 

三壬三五
ロ ロロ

Cき三五
Eコロロ 図 2.15 GHz 帯相関型受信機のブロックダイアグラム

Fig. 2. 15 Block diagram of GHz 2 ch down converter 

本研究では， P D から放射される GHz 帯電磁波(中心周波数 2-3 [GHz]において

任意に選択)を検出する信号波として着目したため，専用の受信機が必要となる。製

作した GHz 帯相関型受信機(ダウンコンパータ)のダイアグラムを図 2. 15 に，その

仕様を表 2.5に示す。ダウンコンパータは 2 入力 2 出力であり，内蔵の局部発振器の

中心周波数を 2'" 3 [GHz]と 100 。伯z] ステップで任意に可変できる様に設計・製作した。

受信入力した 2 チャンネル信号は，帯域通過フィルタ(通過帯域: 2-4[GHz])と，

高周波増幅器 (40 [dB])を通過させた後に周波数混合器(二重平衡混合機)により，

局部発援器からの信号と混合することで中心周波数を式 (2. 11 ) の様に変化させる。
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表 2 ， 5 G H z 帯相関型受信機の仕様

Table2 , 5 百le 叩ecifícation of GHz 2 ch down ∞nvertぽ
0.10 

400 600 

時間 [ μ蹴]

Input(-95[dBm]) 3.0001 [(制z1 + 10 [kHz]伊M50%)

0.15 

>' 0.05 
Lー」

(1) S H F入力

入力周波数 : 2~3[GHz] 

入力信号レベル : -95~-75 [dBm] 

入力 LPF : 9素子O.Ol[dB] リプルチェピ
シェフ特性

コネクター N-R 

インピーダンス : 50[ Q] 

(2) ローカル発振器

発振器 : YIG向調発z]振器本
(2-4 [GH 基波発振)

周波数制御方式 :基準信グ位号の高調期波にサンプ
リン 相同

周波数可変範囲 : 2'"'"'3 [GHz] 

周波数設定 : 100 [MHz] ステップ

SSB位相雑音レベル : -80 [dBc/Hz] 以下

基準信号 100[聞z]水晶発振器内蔵

周波数安定度 j:5X10-6 

(周囲温度 0'"'"'50Cc]) 

(3) ビデオ出力

出力周波数 1 [kHz] '"'-'500 [kHz] 

出力レベル : -40'"'-'+10 [dBrn] 

: 60 [dB] 以上

(5) 動作温度 : 0'"'-'+40CC] 

(6) 電源 : ACIOO[V] 50/60[Hz] 

(7) 消費電力 :約50[VAJ 

∞
白
n

u

n

t

 

出
掛
門
門
司

-010 

40.150 
笈)() 笈)() lぽ)()

(a) chl 出力端

0.10 

400 “)() 
時間 [ μ蹴]

Input(-95[dBm]) 3.0001 [C剥z] + 1 0 [l<Hz]伊M50%)

0.15 

>' 0.05 
L_J 

∞
白
0

0

 

出
制
R
E

ー0.10

-0.150 笈)() 1m lα)() 

(b) ch2 出力端

図 2 ， 16 入出力周波数変換の動作例

Fig, 2 , 1 6 An example of ∞nverting 企equency
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すなわち，入力信号は周波数変換されて出力されており，

f i n (3. 0001 [GHz])-f 10  C a 1 (3. 0000 [GHz])= f 0 u t (l 00 [kHz]) 

また信号波の周波数(l0 [kHz]) は入出力に際して変化しないことから，となっており，
本機は製作したダウンコンパータはその設計仕様を十分に満足している事が分かる。/ノ

中心周波数の希望波(入力信号)の周波数スペクトラム分布を変化させることなく，受信機ノイズレベル
〈ー113[dBm]) 両チャンネル閣の出力波形さらに，みを変化させることを可能としているといえる。

両チャンネル同時に周波数変換を行っていることが分かる。に時間差が無いことから，
なお入出力レダウンコンパータの入出力レベル特性について図 2. 1 7 に示す。一方，

その雑音レベルはペル特性は 2-3 [GHz]の各中心周波数において同一特性を示し，

〔
〉
]
出M
F
R司

0.1 

0.01 

入力レベル( -11 3 [ d.Bm] - -6 5 [d.Bm] ) 同図より，である。(雑音指数: 4[d.B] ) -113 [d.Bm] 
設計仕様であるにあり，は比例関係(対数表示)とその出力レベル(ピーク電圧値)

る0-70 -DO ・到 ・80

入力信号レベル[ct3m]

0.001 
・ .12 0 本機はの聞において，から入力最大信号時( -7 5 [d.Bm] ) 入力最小信号時( -95 [d.Bm] ) 

-lI) 

微小信号を受信する上で十分な入出力特性を実現していることが分かる o
入力信号レベルに対する出力電圧特性

2. 17 The 釦lplitude of ou中ut ve四国 input

図 2. 17 

Fig. 

固定子コイル部分モデルによる模擬実験2 

図 2. 18に示す火力発電機固定子コイルの

5. 2. 中心周波数のみを変化

本方式は受信した広帯域の周波数信

周波数スペクトラム分布を変化させることなく，

また，させることを可能とすることを意味する。

すなわち，

電磁環境が良好な室内実験室において，

開発したシステムが実際に固定子コイル内で発
一定の周波数成分だ号をそれより低い一定の周波数信号に変えて増幅することから，

なお同図のアンテナ配置(空間的な制

部分モデルを用いて模擬実験を行い，けを増幅すれば良く，特定の信号を検出する上で有効となる手法である。

ほぽ熱雑音レベル(セット

生した PD の検出が可能であるかを検証する。と低周(遮断周波数: 500 区抱] ) 周波数変換した信号を低域通過フィルタそして，

において受信した背景雑音は，

両アンテナ闘で受信した背景雑音は無

固定子コイルのどの部分にボイドが存在しているかは分かってい

であったことから，

約から距離は任意に決定)

ノイズレベルー110[dBm] ) 

出力端より得られる信号

ダウンコンパータの総合利得は 75[dB] (単

なお，波増幅器( 53 何B] )を通過させた後に出力させる。

の周波数帯域は 1 [kHz]--500 関-Iz]であり，

また，相関である。一正弦波信号換算)である。

固定子コイルの仕様を表 2.6に示す。
ない。実際にこのダウンコンパータを用いた入出力周波数変換の一例について示すことと

を印加(対地)

模擬実験で用いた試験回路を図 2. 19 に示し，

この固定子コイルのうちの一本に交流電圧 10 [kV] 
により，任意の振幅変調波(発振する。発振器(田 8648c / HEWLETT PACKARD 製)

その PD から放射される GHz 帯電磁波を本システ
実験方法としては，を発生変調度 50[%] ) 信号波周波数 10 [kHz] , 発援出力 -95 [dBm] ) 周波数 3. 0001 [GHz] ) 

固定子コイルの放電電荷量は試験回路なお，

PD を発生させる。

ムにより受信・処理し PD検出を行う。

することで，(内蔵局部発振器の中心周波数を 3 [GHz]に設定)に 2 チダウンコンパータ出力させ，

-35 -

同図より，ャンネル同時に入力した際のダウンコンパータの出力波形を図 2. 16 に示す。

-34 -



ー
ー戸
|

3. 5 [mJ ー
当
||

電圧を印加した
固定子コイル

口一ータ
ブロッキングコイ/レ

200[V]/30[kV]05[H] 
印加電圧: 10[kVJ 

0----
200[VJ 

0.98 [mJ 

固定子コイル部分モデ、ル

一

e

一
匂
明

一

向
似
a

m
u
f拘
引
m

r
レ

ぱ
一
則
除

o
u
m
 

D
G
A
 

CR 
Et相
工

固定子コイノレ

30:1 
PT 

に==:>\
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図 2. 19 試験回路

固定子鉄心 Fig. 2. 1 9 An e勾erimental cirCUlt 

ガラス被覆素線

フィラー
( 対地絶縁 ) 表 2. 6 固定子コイル部分モデルの仕様

T able2. 6 The spec出cations of 也e partial model of 出e 則tor ∞il

[_6.2 [cmJ 

レイ

王
コ
電
長
子

量
格
ア
定

容
定
コ
固

75 [MWJ 相当

13. 8 [kVJ 

3. 5 [mJ 

ポリエステル絶縁
(上下コイノレ各2本)

1964年運開、 27年間運転
(b) 固定子コイルの断面

図 2. 18 固定子コイル部分モデルとアンテナ配置

F ig. 2. 1 8 The partial mcx:lel of the stator ∞il and the station of the two antenn鎚
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中(図 2. 19) おける部分放電測定器を用いて測定した結果，約 3000 [PC]であったとこ

とから，本コイルは経年による平均的な劣化状態であると考えられる (4 ) (29 1 0

本システムにより受信・周波数変換(内蔵局部発振器の中心周波数を 3 [GHz]に設定)

した出力波形を図 2. 20に示す。なお同図は，ダウンコンパータの出力電圧ピーク値

( fVJ 表現)と放射電磁波の受信強度(ダウンコンパータの入力レベル[dBm] 表現)

を示している。同図の時間幅は 16. 67[ms] であり，印加電圧の周波数 60凹z] の 1周期分

の時間幅である。同図より受信波形はパルス波であり，背景雑音と PD信号との識別

が単なる振幅値の闇値処理からでは困難であることが分かる。

そこで，受信信号に対して電磁波空間位相差法を適用する。その際， P D は印加電

圧の位相が 0-90' と 180-2 70・で発生頻度が高い( 1 1) (1 6 )ことから，図 2. 21 に示す様に O

--4096[Us] ( 印加電圧の位相がほぼ 0-90' 付近)の受信波形を解析データとし，周波

数領域において積算平均化を適用するため，このデータを 10周期分( 10組)作成し，

PD の検出を行うこととした。なお， P D が複数箇所存在している可能性も考えられ

るが，本システムはそれらの放射電磁波の合成波を受信し解析を行っていることから，

各 PD の発生箇所を個別に標定することはできず，固定子コイルに PD が存在するか

否かを識別するものである。

磁波空間位相差法による解析結果として図 2. 22に示す。なお本結果では，式 (2. 6) 

の相関関数 R( r )を式 (2. 12) により変換し，同式により出力強度は到達時間差 D にお

いて最大値 1 を示すようにした。

Jntensity(r) = {恕r
(2 , 12) 

式 (2. 1 2) の変換を行うことにより，到達時間差 D における値が他の到達時間におけ

る値より強調されることになる。同図より，受信電磁波の両アンテナ閣に対する到達

時間差は o[ U s] で最大値 l を示しており，また他の時間差において相関性が認められ

ない(出力強度のレベルが低い)ことから，確実に到達時間差 o[ J). s] で両アンテナ聞

に相関性がある信号波を受信していることが分かる。よって本実験の結果より，開発

したシステムは PD から放射されるマイクロ波帯電磁波の検出が可能であることが確

認できた。
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図 2. 20 放射電磁波の受信出力波形

Fig. 2. 20 The received signals 回叩ed 企om PD of 血.e stator ∞i1 
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発電機の運転中 PD 検出3 FO 
2. 

/Trigger 

Frequency:60[Hz] 

10 

10 

印加電圧
[kV] 

前節では発電機から取り出した固定子コイル(部分モデル)を用いた実験室内にお

ける絶縁計測について述べた。発電機の固定子コイル絶縁の劣化状態を早期に診断す

本節では実運用に供しているためには，発電機の運転中診断が必要であることから，

る火力タービン発電機の PD検出を行う方法とその結果について論ずる。

表 2.7に示す火力タービン発電機(固定子コイルは内蔵のまま)まず，実験としては，

前述の GHz 帯電磁波空間位相差の定期点検時における発電機分解中の PD 検出を，
1 10 14 :3 12 

A/D変換装置
取得データ

解析データ
同表の発電機は実際に関西電力株式会社の発電所にて実運なお，法により実施した。

アンテナ部を内蔵した大阪発電所 3 号タービン発用に供しているものである。次に，
1. 666 x 10 

4096 

開発したこれらの結果より，の運転中における PD検出を行った。電機(表 2. 7(a)) 

システムが発電機の運転中 PD検出に対して有効であることを示す。
時間 [μs]

積算平均化データの作成方法図 2. 21 
固定子コイルに電圧を印加し定期点検時の発電機分解中における PD検出の際に，

2. 2 1 A veraging method Fig. 
一般的に定期点検時に行われている部分同試験回路は，た試験回路を図 2. 23に示す。

同を測定する際に用いる回路である。いわゆる最大放電電荷量( Qmax ) 放電試験，

その値かW相の最大放電電荷量を独立して測定を行っており，V , 試験では各相 U ，

同試験回路により測定した両発電機固定子ら各相の巻線の劣化状態を評価している。

大阪発電所 3 号タービンコイルの最大放電電荷量を表 2. 8に示す。本試験の実施日は，

発電機が 1997年 5月 9 日，姫路第 2 発電所 2 号タービン発電機は 1996年 11 月 20 日である。

GHz 帯電磁波による PD検出を通常の定期点検期間中に行ったため，時間のなお，

姫路第 2 発電所大阪発電所 3 号機では W 相，制約から各発電機において 1 相のみ，

の値最大放電電荷同表より両発電機は，2 号機では U相の電磁波測定を行った。

という点では良好な絶縁状態であると判断できる。

1.0 

0.8 

随
想
n
h召

0.6 

0.4 

0.2 

0.0 同図に示すように，図 2. 24 に GHz 帯電磁波を測定する際のアンテナ位置を示す。

PD検出発電機の励磁機側(タービン側は空間的な制約あり)にアンテナを配置し，2α)() lα)() 。-1α泊-2α)() 

の相違は，各両発電機の測定における各距離( d1 , d2 , d3) なお，を行うこととした。到達時間差 [μsJ

アンテナ部にお同図の電界強度は，

発電機の容量(絶縁距離等)に起因している。

受信した GHz 帯電磁波として図 2 ， 25 に示す。
部分放電信号の到達時間差図 2. 22 

41 

2. 22 百le arrival !ime differen∞ bern明n two antennas 
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火力タービン発電機の仕様表 2. 7 

The specification of 也e ste組1 turbine gen町atorsTable 2. 7 

( a) 大阪発電所 3 号タービン発電機
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定格容量
定格電圧
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回転数
絶縁システム
冷却方式 発電機部分放電測定器

C 

(b) 姫路第 2 発電所 2 号機タービン発電機

部分放電試験回路

The circuit of P訂tial discharge test 

図 2. 23 

Fig. 2. 23 : 396 [MVA] 
: 24 [kV] 
: 85 [九]
: 3600 [rpm] 
:エポキシ絶縁
:水素冷却

定格容量
定格電圧
力率
回転数
絶縁システム
冷却方式
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表 2. 8 部分放電試験による最大放電電荷量

Table2. 8 Max.imurn discharge (Qmax) of 出e turbine gen町ators by 也e partial discharge test 

[�::� , ..... ~ ! アンテナl

発電機

部分放電試験実施日

( a ) 、
、
』J
'

L
U
 

/
1
・、
、

1997年5月 9 日 1996年11月 20 日

U相 測定システム2100 最大放電電荷量
Qrnax[pC] 

V相 1900 3700 

ド見伐 jj判定基準
11000 [pC] 以下 I w相 3700 

累積運転時間 [h]
(起動回数[回]) 

4, 461 

( 183 ) 

145, 578 
( 810 ) 発電機 (a) (b) 

dl 1. 2 [mJ 1. 2 [mJ 
d2 1.2[[m] ] 3.0[[m] ] 
d3 1. 21 m 1. 01 m 

固定子 固定子コイル

, , : GHz帯電磁波を測定
( a) :大阪発電所 3 号タービン発電機
( b ) :姫路第 2 発電所 2 号タービン発電機

励磁機側発電機タービン側

図 2. 24 部分放試験時の電磁波の測定方法

Fig. 2. 24 The 釘姐g回lent of ant町田a at 也ep紅甘al discharge test 
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(b) 大阪発電所 3 号タービン発電機( 18/ J 3 = 10. 4 [kV] ) 

Phase 姐~[deg]
。

現』 1!IJ 

、戸〉g 、E‘ ~ 0.30 
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0.25 

急担fi 0.20 
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( c )姫路第 2 発電所 2 号機タービン発電機 ( 24/J3 =13.9 [kV]) 

図 2 . 25 部分放電試験時の受信電磁波

Fig. 2. 25 The received E-M signals at 也eparti叫 discharge test 
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( c )姫路第 2 発電所 2 号機タービン発電機( 24/ J 3 = 13. 9 [kV]) 

図 2. 26 部分放電試験時の受信電磁波の到達時間差

Fig. 2. 26 The time difference of 釘rival of E-M singals between two antenn倍以也e parti必 discharge test 
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ける値を示している。背景雑音の測定は部分放電試験回路(図 2. 23) の発電機側を解

放した状態で，電圧(定格電圧/~3 [kVJ) を印加して行った。すなわち，電圧印加

時の変圧器等を含めた系全体の背景雑音の状態を知ることができる。また，両発電所

で用いた試験回路は同ーのものであり，背景雑音もほぼ同じであったことから，大阪

発電所のみを示す。同図より，背景雑音と PD による放射電磁波の振幅値からの PD

検出は困難であるといえる。

これらの波形データに対して電磁波空間位相差法を適用した結果を図 2. 26 に示す。

PD は印加電圧の位相が 0-90 [deg] と 180-270[deg] で発生頻度が高いと報告されている

ことから，本手法を適用するに当たり前節と同様に，ほぼ 0-90 [deg] にあたる 0 .-4096

r u s] の波形を解析データとし，周波数領域の積算平均化を行うため，このデータの

50サイクル分を用いて PD検出を行った。同図より，背景雑音では特定の到達時間差

の出力強度が強調されるのではなく，全体的に広がりをもつことが分かる。なお，到

達時間差が大きくなると，出力強度が Oに近づいているのは，電磁波空間位相差法にお

付るフーリエ変換を用いる際の窓関数(ハニング窓)に起因している。一方，両発電

機の場合，出力強度が到達時間差 o[ ~ s] において最大値 lを示しており，また，他の

時間差において相関性が認められない(出力強度のレベルが低い)ことから PD によ

る放射電磁波を検出していることが分かる。そして，大阪発電所 3 号機(同図(b) ) 

と姫路第 2 発電所 2 号機(同図 (c) )を比較すると，姫路第 2 発電所 2 号機の結果は，

到達時間差 o[ u s] の出力強度レベルが他の時間差の出力強度レベルより，明らかに大

きいことから， P D による GHz 帯電磁波がより強く放射されていたことを示すと考

えられる。これは，表 2 ， 8 に示す姫路第 2 発電所 2 号機( u 相)の最大放電電荷量

( 5200 [PC] )が大阪発電所 3 号機 (w相)の最大放電電荷量( 1500 [PC] )より大きい

値であったことを考慮すると矛盾がない結果であるといえる。

発電機運転中の GHz 帯電磁波を検出する場合，発電機のフレームは金属(圧延綱

板)により製作されており，電磁波が遮蔽され外部に漏れ難いことから，発電機内部

にアンテナを取り付けることを考案した。そこで， 2 本のアンテナを図 2. 27に示すよ

うに大阪発電所 3 号タービン発電機に内蔵し PD検出を行うこととした。なお， 発電

機内の空間的な制約から， 2 本のアンテナをタービン側(上下 2 カ所)のみに取り付

けており E ダウンコンパータ ， A/D 変換器，コンビュータ等は発電機外部に設置し

て計測を行った。マイクロ波プリアンプは実験準備の都合により使用していない。
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図 2 ， 28 発電機の 120~何q 運転中における受信電磁波

Fig. 2. 28 The received E-M singna1 at 120 脚何] operation of 白etu出血e generator 
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累積運転時間: 182 図 2. 28に大阪発電所 3 号機の 120 匹1w]運転時( 1995年 7月 24 日，

この発電機は実際に電力起動回数: 8[ 回] )における受信電磁波波形を示す。同
』Phase 組供[企画

Ig) デジタル・データ取得において A/D 変換器をスなお，を発電所外に供給していた。矢面390 O 
fOO 

U相の出力電圧のゼロクロスを検出し発生させた。タートさせるトリガ信号は，

からPD検出システム全体が発電機(運転周波数 : 60凹z] ) 発電機の運転時には，7
5
}
ω智
壱
〉

コンビュータにより取り込まれた信号は図 2. 29に示す様生じる電磁界の影響を受け，

受信電磁波の波形は低周波で基線が変動していたことから，に低周波 (60 [Hz]前後)
-200 

成分をフーリエ変換を用いたデジタル・フィルタリング処理(ハイパスフィルタによ
4蜘

.<<fJ 
o 

発電機運転中の出力電圧に含まれる高なお，により除去して表示している。る遮断)
16αxl Mαxl 6x氾&x氾 IC以xl 12αxl 

Time [μsJ 
4()(ね2x氾

2.44[k也]と高めに設ハイパスフィルタの遮断周波数を調波による影響も考慮して，

定した。

電磁波空間位相差法にデジこの発電機の運転周波数による電磁界の影響を考慮し，取得したデジタルデータ図 2. 29 

(遮断周波数: 2. 44 休日z] )を組み込み，本手法を運転中発タル・ハイパスフィルタThe obtained digital data Fig. 2. 29 

電磁波空間位相差法なおよ述した様に，電機に対して適用した結果を図 2. 30に示す。

の適用の際に，取得データの両端での不連続点による影響を極力少なくするために窓

到達時間差 o[ u s] の出力強度レベルが，同図より，関数としてハニング窓を用いた。
1.0 

明らかに両アンテナ聞において相他の時間差の出力強度レベルより大きいことから，
0.8 

同発電機の定期分解点検( 1997 なお，関性のある信号を検出していることが分かる。
0.6 随

想
R
召

その際の固定子の後に行っており，この運転中計測( 1995年 7月 24 日)は，年 5月 9 日)

コイルの最大放電電荷量が表 2. 8に示すように数 1000 [PC]であることを考慮すると，

放電電荷量が数 1000 [PC]の PD検出を可能に本システムは発電機の運転中において，
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発電機の運転中における電磁波の到達時間差図 2. 30 
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2. 6 結日

本章では，絶縁劣化の予兆現象である P D (部分放電)から放射される電磁波に着

目し，その電磁波を検出する電磁波空間位相差法の提案と，検出システムの開発を行

った。電磁波空間位相差法は放射電磁波を複数のアンテナで受信することにより，各

アンテナ聞の到達時間差を求める方法である。本手法を G 1 S (ガス絶縁関閉装置)

と，発電機の固定子コイル絶縁に適用した。なお) G 1 S では VHF 帯 (MH z) 電

磁波，発電機では SHF 帯 (GH z) 電磁波を受信・解析した。得られた結果は次の

とおりである。

(1) SF 6ガスで絶縁された GIS 内において発生させた PD より放射される VHF

帯広帯域電磁波( 20仲但z] --200 仲田z] )を複数 (4 本)の検出用アンテナで受信し，

霞磁波空間位相差法により PD の検出を行った。放射電磁波の到達時間差が，電磁波

空間位相差法より求まることから，部分放電発生スパンの位置標定を非接触で行うこ

とが可能となった。

また，検出電荷量はアンテナとの距離に依存するが，アンテナをより GIS の近傍

(数 [m] 程度)に配置して測定を行うことにより，数 100 [PCJ の部分放電を検出できる

ことが可能となった。

( 2 )発電機固定子コイルにおいて発生した PD を非接触計測可能とするシステムを

開発した。本システムは) P D によって放射されるマイクロ波帯電磁波を 2 本のアン

テナで受信し，マイクロ波プリアンプを通した後に，独自に設計・製作した GHz 帯

相関型受信機(ダウンコンパータ)で周波数変換し，電磁波空間位相差法を適用する

ことで) P D の検出を行うものである。

固定子コイル部分モデルに対して本システムを適用した結果，本システムは固定子

コイル部分モデルの P D (数 1000[PCJ )から放射されたマイクロ波帯電磁波を検出し

た。すなわち，本システムは固定子コイルと非接触で，放電電荷量が数 1000 [PCJ 程度

の PD検出を可能とすることを示した。

また，実運用に供している火力タービン発電機の定期分解点検時において，本シス
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テムを用いた PD検出を実施した結果，本システムは実機においても，放電電荷量が

数 1000 [PCJ の PD を検出可能であることを示した。そして，発電機運転中の PD検出

を行うために，発電機内に 2 本のアンテナを取り付けて計測を行った結果，本システ

ムは発電機運転中においても，放電電荷量が数 1000 [PCJ 程度の PD を検出可能とする

ことを示した。
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第 3 章

ウェーブレット変換を用いた

部分放電解析法

3. 1 緒言

絶縁劣化の予兆である P D (部分放電)の現象解明は，絶縁劣化診断( 1) - (9) を行

う上で重要であることから様々な研究者により進められており， P D 開始から絶縁破

壊に至るまでの PD特性の測定・解析，および絶縁破壊への定量的検討を行った報告

が行われている ( 10 ) - ( 16 ) 。特に，絶縁破壊の直前には PD の電荷量が増加すると報

告されており ( 10) ， P D を常時監視することが劣化診断・彼壊予知につながると考え

られている。

そこで本章では， P D を常時監視するシステムを構築すると共に， P D 現象の時間

変化を検討する。その際，機器と非接触で PD検出を行うことが診断システムとして

理想的であることから， P D によって発生する放射電磁波をアンテナにより受信する

手法を採用する。前章では PD を電磁波空間位相差法により検出し，さらにその放射

源の位置標定を可能としたことを述べた。この電磁波空間位相差法を用いた PD検出

システムでは， P D から放射される電磁波を複数のアンテナにより検出していたこと

-57 



から，同一システムを用いることが絶縁劣化診断において経済的であると考えられる。

よって，本章においても，アンテナより得られる受信波形を基に PD現象の解析を行

なお式 (3. 1 ) を満たす一般的な条件として，

つ。
j 似材=0

、
‘

F

'
'

nJ“ n
4
u
 

f
l
、

PD 現象の解析方法としては， P D による放射電磁波の周波数時間変化(ダイナミ

ックスペクトラム)をウエープレヅト変換を用いることで検討することとする。なお

ウエープレット変換は時間周波数解析，すなわち，現象を時間と周波数の両面から捉

えることが可能であることから，現象の生起時間や生起頻度(持続時間)を検討する

場合には有効であり，近年様々な分野で応用がなされている( 1 7 ) ペ 2510 本章では 77

kV G 1 S を用いた棋擬故障実験(屋外)の結果をもとに， P D による放射電磁波の

ダイナミックスペクトラムと，その放電電荷量との関係を示し，本システムの絶縁劣

化診断に対する有効性を示す。

が用いられる ( 1 7) - (23) 。式 (3. 2 ) は， ψ (x) が振動的であることを意味する。

ウエープレツト変換を行う際，マザーウエーブレット ψ (x) の決定が重要となるが，

実際の応用では時間周波数解析に都合の良い関数が任意に選ばれている。そこで本論

文では，時間と周波数に関する不確定性が最小の関数(時間周波数空間において最も

局在性が良い関数)であることから，信号の周波数を探り出すのに適している (1 8 ) -

( 2 1 ) とされている Gabor のマザー・ウエープレヅトを用いる。 Gabor のマザーウエー

プレヅトは式 (3. 3) で示される ( 1 7) - (2 1 ) 。

11/(かJ4-え-lX
2Jnヮ

、
、
，

ノ

n‘u n
4
U
 

，
，
.
‘、

3. 2 ウエーブレット変換

信号の周波数成分を表現する方法としてフーリエ変換が上げられるが，フーリエ変

換の基底に用いられる指数関数 e -J WXは時間領域で無限の広がりを持つことから，フ

ーリエ変換では信号の時間情報が失われることになる。この欠点を補うため，近年，

時間一周波数表現を可能とするウエープレット変換の研究が盛んに行われている( 1 7) 

なお本論文では，マザーウエープレヅトとして Gabor のマザーウエーブレットの実

数部を用いることとする。すなわち，

x2 

Ij/(X) = e σ2 COS(X) 
(3. 4) 

(陀 r )告か」= lvtE)f(X)dx
T 'J ~Ial :，、 a リ) 、

‘
，
，J

e
B
E
E
-

• n
4
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J
，
，
‘
、

とし，一般的に用いられている ð =8 (1 7) とした。なお本論文では，信号の時間変化

を検討することから，式 (3. 3) における係数を省略した。

また，式 (3. 1) において，スケール・パラメータ a に対応して ψ(x) の幅が a 倍に

なることから ， l/a は周波数に対応している。そこで ， l/a =2 f f (f :周波数)とし，

この周波数 f を可変することとする。本論文で用いるマザーウエープレットを図 3. 1 

に示す。同図 (a) は周波数 20 [MHz]であり，同図(b)は周波数 200 酢但z] のマザーウエー

プレットを示している。なお用いた受信アンテナの周波数帯域が 20- 200 仲田z] であ

ることから， 20-200伊田z] の周波数帯域において PD の放射電磁波の解析を行う。

- (25) 
。

関数 f(x) のマザーウエープレヅト ψ(x) によるウエーブレツト変換は次の様に定義

される。 ( 1 -,) -23) 

a ;スケール・パラメータ

b ;トランスレート・パラメータ
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3.3 SF6 ガス中の部分放電の時間周波数解析

知
的
刑
判
却
却

ω

3. 3. 1 実験方法

-20 

-30 

-40 

羽i
-0.15 -0. 10 ・0.05 O.∞ 0.05 

Time [μsJ 

0.10 0.15 

実験方法として，図 3.2 に 77kV G 1 S タンクと試験回路を示す。同図に示す様に，

GIS タンク内の 3導体中の 2導体閣に針一平板電極(ギャッブ長: 10 [mm] )を接続

し，これを模擬絶縁故障点，すなわち部分放電源とする。そして，この針状電極に交

流電圧(対地)を印加し，放電させる。本実験では， P D の電荷量を印加電圧を可変

することで変化させる。 GIS タンク内のガスは S F 6であり，ゲージガス圧力を

o [kg化m 2] (大気圧)に設定したo

PD の電荷量の測定は，カップリングコンデンサ(ニチコン社製:容量 2000[PF] ) 

に涜れる電流の波高値を，予めパルス発生器により校正パルスを注入することで求め

ておいた値と比較することにより算出する。その際，電流の波高値はデジタル・スト

レージ・オシロスコープ (D S 0 :テクトロニクス社製 2440型)により抵抗 (50[Q])

を介して(電圧波形として)測定する。

なお，ギヤヅプ長，ガス圧等のパラメータが考えられるが，それらのパラメータを

可変した場合の絶縁破壊電圧，放電電流等の特性について別の研究者によって検討報

告(1 0 ) -(14 ) が行われていることから，本章では上記の条件でのみ実験，解析を行う。

PD から生じる放射電磁波は広帯域であり，この広帯域の電磁波を検出する上で有

効であるパイコニカルアンテナ( EMCO 社製 3014C 型，周波数帯域 2 0"-20 0 [MHz] )に

より図 3. 3 に示す配置により放射電磁波を受信し， D S 0 (Gould 社製 4072型)を用

いてデジタルデータとして記録する。測定で用いた両DSOのサンプリング周波数は

40 0 [.tv日z] であり，解析時間窓は 2. 56[ /1. s] である。このデータをもとに時間周波数解

析を行う。

。

( a) 周波数: 20 酢任fz]

m
N
紛
却
却

ω
o
m

叩
初
日
叫
岨

i

l
n
H

山
川
げド

4
1
 

-50 l 

-0.15 -0.10 -0.05 O.∞ 0.05 0.10 0.15 

Time [μs] 

(b) 周波数: 200仏佃z]

図 3. 1 Gabor マザーウエープレツト(実数部)

Fig. 3.1 Gabor mother wave1et 侭ea1 part) 

-60 - -61 -



1. 2 [mrnJ φ軟銅線で中心導体に巻き付け固定

針一平板電極
3. 3. 2 部分放電の時間周波数解析結果

模擬G 1 Sr →片山]
絶縁電線

上記の実験方法により得られた受信波形を図 3.4に示す。なお同図 (a) は，背景雑音

のみの受信波形であり，同図(b)は，放電電荷量 500 [PC] ，同図 (c) は 1500[PC] ，同図

(d) は， 2000 [PC]の受信波形を示している。同図より，その振幅値による放電電荷量

の推定は，振幅値が天候等(降雨 ， 風雪等により放射電磁波が減衰する)に影響され

ることや，放電源が多数存在する場合などを含め，劣化診断の信頼性という点からは，

現実的には容易ではない。

そこで，各放電電荷量の受信波形に対してウエープレット変換を行ったものを

図 3.5に示す。なお同図では，ウエーブレット変換した値を絶対値表示している。同

図は， PD の放射電磁波のダイナミックスペクトラム(各周波数成分がどの様に時間

変化しているか)を示しており，すなわち， P D の各周波数成分の生起時刻と持続時

聞がわかる。同図 (a) は背景雑音，同図(b)は 500[PC] ， 同図 (c) は 1500[PC] ， 同図 (d) は

2000 [PC] の時間一周波数空間分布である。

同図より， P D の電荷量が小さいとき，すなわち， 500 [PC]の場合は，高周波成分

(140 -200β任12]) が放射電磁波の主成分として検出されていることが分かる。一方，

PD の電荷量が 1500 、 2000 [PC]と増加すると，低周波成分 ( 20 -80 酢町z]) が増加するこ

とが分かる。よって，絶縁劣化診断という観点から述べると， P D による放射電磁波

の低周波成分の検出が重要な要因となる。

1500 [PC]と 2000 [PC]の放電現象の相違について，その放射電磁波の低周波成分の持

続時聞から検討する。図 3. 6 に低周波成分として 40 酢1Hz]の時間変化を示す。なお同

図 (a) は 1500[PC] ， 同図(b)は 2000 [PC]の周波数 40 酢1Hz]を示している。

同図 (a， b) より，明らかに 2000[PC]の持続時間が長いことが分かる。すなわち，放

電電荷量が大きい場合，その低周波成分の持続時聞が長く，絶縁劣化が進展した状態

であると仮定することができる。このことは放電電流の持続時閣が印加電圧の増加に

伴って増加する報告と一致すると考えられる ( 13) (14) 。

また，上記の場合は各放電電荷量において l 回分の放電による時間一周波数特性で

あることから，再現性について検討する必要性がある。そこで，図 3. 7に各電荷量に

おける放電実験を 10回行った際(各放電電荷量 :5 0 0, 2 0 0 0 [PC]に対し， 10回分のデー

銅板 木綿針

カップリング
コンデンサ
C=2000[pF] 

R=50[ Q] 

?の3次電圧口
DSO 

図 3.277kvGIS タンクと試験回路

Fig. 3.2 77kV GIS and 出eexpぽrmen凶 circuit

1. 92 [rn] 

針一平板電極

O. 56 [rn] 
2. 42 [rn] 

O.78[rn] 

模擬GIS
35. 35[m] 

バイコニカルアンテナ

図 3.3 P D 放射電磁波の測定方法

Fig. 3.3 The rnea訊rrernent 巧rst白n of the elecむomagnetJ.c waves emitted 企omPD
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Fig. 3.5 The electromagnetic waves f'民eived with antenna 
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タを取得)のウエープレット変換の平均値を示した。

同図 (a ， b) より，放電電荷量の増加に伴い，低周波成分 (20 -80β但z]) が増加しており，

すなわち，統計的検討においてもよ記と同様であることが分かる。

一方， 1500 [PC]と 2000 [PC]の低周波成分の持続時間について，放電実験 10四分の平

均値を示すと図 3.8の様になる。なお同図 (a) は 1500 [PC]であり，同図(b)は 2000 [pC]の

周波数 40脚但z] の時間変化波形である。同図 (a， b) より， 2000 [PC]の政電持続時間が，

1500 [PC]より長くなることから， P D による放射電磁波の持続時間に対し統計的検討

を行った結果においても，上述した様に，電圧の上昇に伴う放電電荷量の増加に伴い

低周波成分の持続時聞が増加することが分かる。

3. 3. 3 より微Jj\な放電時の時間周波数解析

実際的に PD による絶縁劣化診断を行う場合，より微小な電荷量においても検出が

可能であるシステムが望まれる。一方，電磁波を受信する際の信号強度は，放篭電荷

および，伝搬距離に依存することから， P D を計測する際にはアンテナと放置点と

の距離を短縮する必要がある。そこで，アンテナ距離を放電点に近付け (3. 36[m]) , 

放電電荷量 1 70 [PC]の放電を発生させた時の受信波形を図 3. 9 に示す。

同図より，背景雑音強度と放電信号強度の聞に殆ど振幅差が無いため，受信波形の

振幅情報のみでは PD による放電の生起時間及び，持続時閣を識別することは困難で

ある。

この波形に対しウエープレツト変換を行った結果を図 3. 10に示す。なお同図 (a) は

周波数 40伊田z] ，同図(b)は周波数 200酢但z] の時間変化を示している。同図 (a， b) より，

1. 25[~s] 付近で信号強度が変化していることから， P D の生起時間を正確に検出し

ていることが分かる。

また PD を放電電荷量の点から検討すると，先に述べたように 2000 [PC]の PD の場

合， P D の放射電磁波は低周波成分が高周波成分より強く発生している。一方， 170 

[PC]の PD に対応する図 3. 10では 200 [1-任-Iz]と 40 [1v任12] の最大値(1. 25"' 1. 3[~s] 付近)

がほぼ同強度で出力されており，微小放電時には低周波成分の強度が相対的に弱いこ

-70 -

とが分かる。よって，アンテナ距離を固定することで検出強度を一定にすれば， P D 

の電荷量の推定を時間一周波数解析を行うことで可能となると考えられる。

0.6 

0.4 

0.2 

トo~ 山川.~..~... 
-0.2 

-0.4 

-0.6 
0.0 0.5 1.0 1.5 20 25 

Time [μsJ 

図 3. 9 微小放電時の受信波形

放電電荷量 : 170 [PC]アンテナ距醗: 3. 36[m] 

Fig. 3.9 The electrornagnetic waves [1民;eived with antenna 

(Discharge: 170[pC], The distance between fa叫t point and ant<∞na: 3.36[m]) 
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3. 4 結言

(副
長
田ぅ
診
)

本章では， S F 6 ガス中における PD の放電電荷量と PD により放射される電磁波

の周波数時間変化(ダイナミックスペクトラム)との関係について検討した。なお，

PD の時間一周波数解析を行うにあたり，ウエーブレヅト変換を用いる手法を提案し

適用した。得られた結果は次のとおりである。

5 

4 

(a) 周波数 40[MHz] 

( 1 )同ーの欠陥に対し，電圧を増減させて PD放電電荷量を増減させた場合， P D 

の放電電荷量と放射電磁波の周波数成分との聞に相関関係が存在することが明らかに

なった。すなわち， P D の放電電荷量が小さい場合は，その放射電磁波は主に高周波

成分(1 40-200 伊1Hz])から成っており，放電電荷量の増加に伴い，低周波成分 (20-80 

P田z]) が増加し，且つ，その低周波成分の持続時間も増加することが分かった。また，

この結果は統計的にも再現性があることが確かめられた。

。

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 

Time [μsJ 

5 

( 2 )本手法は放電電荷量が数 100 [PC] レベルである場合においても，その生起時閣

を正確に検出することが可能であることを示した。よって，電力機器の絶縁劣化の予

知方法として， P D の放射電磁波の周波数時間変化(ダイナミックスペクトラム)を

常時監視することの可能性が示された。4 

-
d

今，
&

(国R

S
X
WJε

。

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 

Time [μsJ 

(b) 周波数 200 [ìv田z]

図 3. 10 微小放電時の周波数時間変化

F ig. 3.10 DynaIIﾚc spectrum of 出e electromagnetic wave emitted from PD のischarge : 170[PC]) 
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第 4 章

GHz 帯放射電磁波測定による

絶縁劣化診断法

4. 1 緒言

火力タービン発電機は定期的な保守管理によって信頼性の確保・向上を図っている

が，中間負荷運用， D S S (Daily S凶・ Stop : 毎日起動・停止)やWS S (w∞均/ Startｭ

Stop: 毎週起動・停止)が高頻度に要求され，運転条件の過酷イじが進んでいることから，

安定した運転を継続するための適切な劣化診断技術，余寿命予測に基づく計画的な保

守管理法が要請されている( 1) -(16) 。

発電機は鉄合金，非鉄合金，絶縁物など各種の材料を用いており，その材料が個々

の特性を持ち，且つ，電気的，機械的，熱的といった多様なストレスが種々の運用モ

ードで合成された形で作用するため，発電機の期待寿命を一義的に評価，予測するこ

とは困難である ( 17) , ( 18) 。 すなわち，各部品ごとの劣化状態を測定・監視するシス

テムが必要となる。本章では，発電機の心臓部とも言うべき固定子コイルの絶縁劣化

を測定・評価する手法を検討する。

前章において， P D をその放射される GHz 帯電磁波により検出可能とするシステ

-76 -

ムを開発したことを示した ( 20). (2 1) 。しかしながら，固定子コイルの絶縁劣化状態

を評価し，どの段階で発電機を停止 ・点検すべきかという指標を与えるには至ってい

ない。そこで，絶縁破壊事故を未然に防止するという観点から，絶縁破壊直前の GH

z 帯電磁波を測定する必要があると考えられる。絶縁破壊直前の状態を本システムに

より捉えることが可能であれば，発電機の事故による計画外停iとを回避できること に

なる。

一方，発電機固定子コイルの寿命は残存破壊電圧の最低値で決定され，この残存破

壊電圧最低値は 3σ管理法で管理することが瓜等により示されている (3) - (5) , (18) 。

そこで本章では，固定子コイル内の PD から放射される GHz 帯電磁波と，この 30

管理法から求め得る累積破壊確率との関係による絶縁劣化診断法を提案し，計画外緊

急停止を回避するための指標について検討する。そして，本システムによる絶縁劣化

診断法の有効性を，実運用に供していた火力タービン発電機(定格容量 156 骨1VA] ) 

定格電圧 18 [kV] )の絶縁更新の際に，サンプリングした固定子コイルを用いた絶縁破

壊試験の結果から示す。

4. 2 発電機国定子コイルの絶縁劣化診断

4.2.1 GHz 帯放射電磁波測定システム

固定子コイル内の PD から放射される GHz 帯電磁波(中心周波数 2-3 [GHz]で 100

p但z] 毎に周波数可変)を受信・解析するために図 4. 1 のシステムを開発し，固定子

コイルの部分モデルに適用したことを前章において述べた (20) ， (2 1 ) 。本章において

も，同システムを用いて固定子コイル絶縁破壊試験時のGHz 帯放射電磁波の測定を

行うこととする。なお本章では，表 4. 1 に示すマイクロ波プリアンプを実験準備の都

合上，用いた。(第 2 章の表 2 . 2の代わりに)。なお，アンテナとマイクロ波プリア

ンプ聞のケーブル(型名: 5D-2w) 長さ: 10 [m]) の減衰量は 7 [dB] ( 3 [GHz] )で

ある。
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4. 2. 2 固定子コイルの絶縁破壊法

Trigger 

絶縁劣化とは絶縁層内のボイドの発生・拡大する現象であり，平均的にポイド量が

多いほど，また局部的に大きなボイドが存在するほど，ボイド部分に電界が集中し放

電する(導電体となる)ことから，絶縁パスは短くなり絶縁破壊電圧は低下する ( 1 8) 。

劣化要因としては，電気的劣化，ヒートサイクル劣化，熱的劣イじ，機械的劣化，環境

劣化等が上げられ，絶縁劣化を議論する場合，上記の複数の劣化要因について検討す

べきであるが，本論文では電気的劣化(課電劣化)にのみ着目して検討する。

電気的劣化は一般的に運転中に加わる過電圧・運転電圧( V) と時間特性 ω との

関係である V-t 特性を基に 2 変数ワイプル分布関数により評価されていることが多い

(3) - (5) , (1 8 ) 。しかしながら，数学的には 2 変数の分布関数はあり得ず，絶縁破壊電

圧 v と破壊までの時間 t は独立ではなく， 1次の自由度しかないとの報告もある ( 22) , 

〉面E11 2CH DO附
CONVERTER 
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∞
ω
山
川

mm 
川
一
…
削

PC 
変圧器の 3 次電圧により
トリガをスタートさせる

図 4.1 G H z 帯放射電磁波測定システム

Fig.4.1 Me沼田志mentsys臼mof microwave emitted 白'OmPD
(23) 

。

: 87405A(HP製)

:10[阻z]""-'3[GHz]

:24[dB] 

: +2 [dB] 

:7.5[dB] 

豆 +4[dBm] 

本研究では電気的絶縁劣化を固定子コイルへの印加電圧を増加させることで実現す

ることとした。これは，コイル内の絶縁劣化に伴う局所的な電界集中を，印加電圧増

加による電界強度の上昇と等価であると仮定している。なお本破壊実験は，表 4. 2 に

示す実運用に供していた火力タービン発電機の絶縁更新の際にサンプリングしたコイ

ル 4 本を用いて行った。

図 4. 2に絶縁破壊試験回路，電極構成，破壊箇所を示す。同図 (a) に示す回路による

破壊方法は分圧課電法と呼ばれており，分圧電極と接触しているコイル表面(外側)

の電位を調節し，主電極(接地)と接触しているコイル絶縁層の電位差を最大にさせ

ることで，主電極と接触している絶縁層のみを破壊する方法である。よって，本方法

は一本のコイルにおいて複数箇所を個別に分けて破壊できる。本論文では同図 (c) に

示すように， 1 本のコイルにおいて 4 筒所(No， 1'" 4) を個別に破壊した。なお，電極

関には電界緩和塗料を塗布しており，電極沿面からの閃絡を防々とともに電磁波放射

を可能な限り低くする様に配慮した(図 4. 3) 

印加した電圧は交涜( 60 凹z] )であり， 40 [kV]から 5 [kV]の刻みの 1 分間ホールドで

コイルが破壊するまで上昇させた。実験に用いたコイルは 4 本( 1 5 箇所，注:本来

は 1 6 箇所であるが， 1 箇所が測定不能であったため)であり，そのうちの 1 本 (3

表 4. 1 マイクロ波プリアンプの仕様

Table4 . 1η1e specification of amplifi児

使用機種

周波数帯域

未Ij得

利得フラットネス

雑音指数

ldB利得圧縮
レベル
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箇所)について放射電磁波を測定した。本実験に用いた固定子コイルは定格電圧が 18

[kV]であることから，その絶縁破壊電圧は 3-4x 18[kV] (54-72[kV])以上と予想

されるため， 70 [kV]以下の印加電圧において任意に GHz 帯放射電磁波を測定した。

T. Tr 

IVR :誘導電圧調整器
T. Tr:試験用変圧器
C :分圧コンデンサ

表 4. 2 発電機仕様および経歴

Table 4.2 The specification of 白e 旬rbine generator ( a) 破壊試験回路

什
ソポ

ι
vへ

沖
ヲ回

ム
止
テ

量
圧
間
停
ス

容
電
数
時
・
シ

格
格
転
転
動
縁

定
定
団
連
起
絶

「l
l

」
『
E
I
-
-
4
「l
l

」
「
l
i
l
d守
1
1
1
4
2

』J
A

A
V
m
h

日
斗
炉
問
問

v
k
p

「

l
L
E
Z

M
「

L
r
8

「

L
M
枕

「

L
8

「

L
7
0
/
i

p
o
-
-

ハ
U
に
U
1
i
d
川

5
0
'
8

二
，

1
i
p
O
R
u
-

フ

3

は
ス

エ

圧電極

主電極(接地側)

極電地

)

接

帰
料
テ
塗
プ

ス
電
一

エ
導
テ

リ
り
ル

ポ
入
テ

(
ン

薄
ス

層
ボ
三
エ

縁
}
ル
リ

絶
カ
ア

ポ

」
一一
…
一
一

一一
…
一
一

二
1

電極断面図

(b) 電極構成

4. 779 [m] 

0.912[m] 

固定子コイル

3.000 [m] _j 

-
2. 5 [m] 

穴アンテナ
_ :破壊箇所

( c )絶縁破壊箇所

図 4. 2 固定子コイルの破壊試験回路及び絶縁破壊箇所
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ι二電界経石室料ム)
主電極 (導電塗料)

固定子コイルの絶縁破壊電圧値に基づく3 2. 4. 

破壊確率解析

コイルを診断するた固定子コイルの絶縁破壊現象に伴う GHz 帯電磁波を検出し，

固定子コイルの絶縁破壊試験でコイルの状態を評価する指標が必要となる。めには，

印加コイル自体の絶縁特性のばらつきにより破壊電圧の相違が生じることから，は，

その性能を確率統計的に評価している (3)~(5 ) ， (18) o電圧ではなく破壊確率により，

導体

印加電圧

電界集中

的閃絡に至る

表面電位 [kV]

Vh 

固定子コイルの残存破壊電圧値の分布解析に用いられている正規分布 (5) , そこで，

(2 電界緩和塗料のみ)
主電極(導電塗料)

固定子コイルの絶縁破壊電圧の統計処理を行うこととする。放射電磁波い 8 ) により，

の計 1 5 箇所を絶縁破壊さと他の 3 本( 1 2 箇所)を測定したコイル 1 本 (3 箇所)

なお，破壊電圧が 7 1 せた際の，絶縁破壊電圧と累積破壊確率の関係を図 4. 4に示す。

同図では重ねて表示している。80 [kV]で 3 箇所が破壊しており，[kV]において 2 箇所，

その分布が直線関係にある場合，統同図は正規確率紙を用いた表示であり，従って，

計的には正規分布である ( 18 ) ことになる。即ち本実験で用いたコイルの絶縁破壊電圧

の分布は，ほぽ直線状に並んでいることから，ほぼ正規分布に近い形になっていると

印加電圧ーー一一一一一 _L_ ー一一ーーー 一一

/ﾍ 

表面電位 [kV]

Vh 

とが分かる。

固定子コイルの寿命は最弱点部である残存破壊電圧の最低値で推定する必要また，電界集中が緩和されるがVhが高
くな る と 閃絡に至る

電界緩和塗納分応電時
一般的に，破壊電圧最低値の管理法として江S などに 3a管理法が提案されがあり，

この管理法によると残存破壊電圧の最低値は(平均値一 3x 標準偏ている (5) ， ( 18 ) 。

分圧電極主電極(導電塗料)

(=75. 2 7 [kV]・3 x 5. 25 より推定でき，本コイルは残存破壊電圧最低値 5 g. 52 [kV] 

[kV])と求めることができる。

差

よ記において求めた絶縁そして，絶縁破壊電圧の分布が正規分布であるとみなし，

印加電圧とコイルの累破壊電圧の平均値 (75. 27 [kV])と標準偏差 (5. 25 [kV])を用いて，

Vl こと \ W1 
I 、、

印加電圧 i 
分圧コンデンサ

導体

式 (4. 1) より求め得る累積積破壊確率との関係として式 (4 ， 1) に示す。本論文では，

破壊確率と放射電磁波を対応させて検討するとともに，残存破壊電圧最低値の累積破

(小数点この残存破壊電圧最低値目[kV]なお，壊確率を発電機停止の指標とした。

; 電界緩和塗料

Vl トーー一ーーー一一一「一一 子r十一

f1)( 

九電界集中が緩和される

表面電位 [kV]

Vh 

(印加電圧 : 1 [kV]間隔)計算したの累積破壊確率は式 (4. 1) を用いて以下切り捨て)

結果 O. 131 [%]と求められる。固定コイルの表面電位

Fig. 4. 3 百le surf邸e el民国c poten回lof 血ewi凶ing

図 4. 3 
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GHz 帯放射電磁波 に よる絶縁劣化診断法4 2. 4. 

固定子コ イ ルに印加した電圧を上昇させ，任意の電圧値に お いて受信 した電磁波波

なお同図は，を図 4. 5 に示す。形(ダウンコンパータの局部発振器を 3 [GHz]に設定)

各電圧値において電源 10周期分における受信電磁波強度の最大振幅値を示 した波形

80 [kV] で絶縁層が破壊し

印加電圧を上昇させるに従い，放射電磁波は振幅値，発生頻度と

ともに増加していることが分かる。

本破壊箇所(No. 3 ) は印加電圧であり，(ピークホールド)

同図より，ている。

印加電圧が 1 0 [kV]のとき印加電圧に対する放射電磁波の発生位相角としては，

60 [kV]では 130 [de副と[deg](36 0 [deg]) と 180[deg] 付近において最大振幅値を示している。

同時に，振幅値の大きいパルスの発生頻度310 [deg] 付近において最大振幅値を示し，

90 [de副と 270 [deg] 付近において最大振幅値を示70 [kV]ではそして，も増加している。

2 0 -9 0, 2 0 0 -2 7 0 [deg] において振幅値の大きいパルスの発生頻度が増加しているし，

すなわち，放射電磁波の振幅値と発生頻度より，絶縁破壊の初期段階ことが分かる。
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において破壊が進展し，破壊直では印加電圧の微分値が大きい位相角 (0 ， 180[由g] ) 

印加電圧の最大値となる位相角付近 (20- 90 , 200- 270 前では位相角がシフトし，90 70 80 

Oielectric 8reakdown Voltage [kV] 

0.1 
60 

[deg] )において破壊がより進展すると考えられる。

この放射電磁波の発生位相角も診断に用いることが可能であると考えられる ( 13) , 

に伴( 16 ) が，放射電磁波の振幅値と発生頻度が印加電圧の上昇(絶縁破壊に近づく)
絶縁破壊電圧値と累積破壊確率との関係図 4. 4 

本論文では放射電磁波の振幅値とパルス数に着目するこい顕著に増加することから，
cumu1ative ∞u皿S of d.ielec凶cb記法downFig.4.4 The relationship betw民nb毘akdown vol包ge and 

によるヒストグラムととした。図 4. 6 に放射電磁波強度 (0 ， 114[mV/m] 以上，任意)

電源電圧 10周期分のヒストグラなお同図は，を示す。任意)4. 4 8 x 1 0 -3 [m V 1m] 間隔，
(11. 1 a) 

ムの平均値を示している。/作一ム1 . expÎ一 (yι口一J引F
d石玄 r' l 2σ(]' 2 )" . ~~ L川』

印加電圧を増加させると各電磁波強度においてパルス数が増加している同図より，

このパルス増加度を数値化することにより，破壊現象を的確に把握すことが分かる。
(4.1b) 

ることが可能であると考えれることから，基準である背景雑音受信時のパルス数と各

同図における各放射電磁波電圧印加時におけるパルス数との差として図 4.7に示す。

明らかに印加電圧の増加に伴って総パルス数は増強度のパルスの総和を検討すると，

その増加度合いは 60-10-60 [kV]と 60-70[kV]を比較すると，加していおり，特に，

y 

尺η=エパη

f(η: 破壊確率 [%]

F(η : 累積破壊確率 [%]

V : 印加電圧 作V]

: 平均破壊電圧 [kV] (= 75.27 [kV] ) 

:標準偏差 [kV] (= 5.25 [kV] ) 

V 
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70 [kV]において急増していることが分かる 。 すなわち ， よ り 破壊に近づ く に伴い

GHz 帯放射電磁波の強度と パルス発生頻度が増加すること を示している 。

上述した様に，コイルの劣化状態を評価するには，印加電圧ではなく破壊確率で行

うべきであることから，この総パルス数と上述した累積破壊確率との関係を図 4 . 8 に

示す。なお同図は， 1 本のコイルにおける 3 箇所か ら得 られたパルス数をもとに示 し

ている。総パルス数はヒストグラムを表示する際の放射電磁波の振幅値による闇値と

間隔(階級)により決定されることから相対的な指標である。

同図より，総パルス数の増加とともに累積破壊確率は上昇することが分かる。例え

ば，パルス数が 60の場合，累積破壊確率は O. 008 [%]であり，パルス数 480では 18 . 131 

[%]まで上昇していることが分かる。そして， 3 a管理法では残存破壊電圧最低値が

コイル絶縁の寿命を決定することから，このコイルの残存破壊電圧最低値 59. 52 [kV] 

以上を示す総パルス数が約 70 以上である場合，特に危険な状態であると把握できる。

よって，絶縁破壊前のコイルの劣化状態を GHz 帯放射電磁波のパルス数で捉える

ことが可能であるといえ，上記の段階にて発電機停止を行うことにより，コイル絶縁

破壊事故を回避できると考えられる。
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4. 3 結言 第 4 章文献

本章では，発電機固定子コイルの絶縁破壊事故を未然に防止するという観点から，

絶縁破壊直前の GHz 帯放射電磁波を開発したシステムにより測定し，コイルの劣化

状態を評価する診断法を検討した。運転中発電機における固定子コイルの劣化要因と

しては複数上げられるが，特に，電気的劣化にのみ着目し，絶縁破壊試験によってコ

イルの劣化進展を模擬した。

実験としては，実運用に供していた火力タービン発電機(定格容量 156 [MVA]:，定

格電圧 18[kV] ，累積運転時間 1 45 , 578 [h] )よりサンプリングした固定子コイルの絶縁

破壊試験を行い，その GHz 帯放射電磁波の測定を行った。得られた結果は次のとお

りである。

(1) 絶縁材料微小放電劣化調査専門委員会. "部分放電劣化"，電気学会技術報告

(II 部)第 164号， 1985年 4月

(2 )運転中における電力設備の絶縁劣化診断調査専門委員会;"電力設備の運転中

絶縁診断技術"，電気学会技術報告 (II 部) 第 402号， 1992年 1 月

(3 )電力設備の絶縁余寿命推定法調査専門委員会. "電力設備の絶縁余寿命推定法"，

電気学会技術報告 第 502号， 1994年 7月

(4 ) 特別高圧回転機・ケーブル絶縁の劣化診断技術調査専門委員会. "特別高圧回

転機・ケープルの絶縁劣化診断技術"，電気学会学術報告 第 267号， 1988年 3月

(5 )松浦虚土，岡部成光，金子英男，"電力機器の絶縁余寿命推定法の現状"，

電学論A ， 114巻 12号， pp. 8 4 5 -8 5 2 ，平成 6年

(6) 岡本達希，"絶縁計測におけるコンビュータ応用の最近の動向"電学論A ，

116巻 6号， pp.481487，平成 8年

(の7η) 木村健. "高電圧回転機のオンライン絶縁診断技術の動向

110巻 lげ2号， pp. 9 9 1 -9 9 4 ，平成 2年

(8) H. G. Sedding, S. R. Campbell, G. C. Stone, G. S. Klempner, :"A New Se邸or for Detecting partial 

Discharges in Operating Twbine Gene凶.0rs " , IEEE Trans. on Energy Conversion , pp. 700 -7 0 6, 

Decernber 1 9 9 1 . 

( 1 )破壊実験に用いた固定子コイルの絶縁破壊電圧の分布は，ほぽ正規分布であり，

従ってコイルの寿命を示す残存破壊電圧最低値は 3σ管理法から 59. 52 [kVJ と求めら

れた。そして，各印加電圧に対するコイルの絶縁劣化状態を正規分布関数により;累積

破壊確率として示した。

(2) GHz 帯放射電磁波の強度と発生部分放電パルス数が破壊直前に急増すること

が分かった。放射電磁波の印加電圧に対する発生位相角より，絶縁破壊の初期段階で

は印加電圧の微分値が大きい位相角( 0, 180 [deg] )において部分放電による破壊が進

展し，破壊直前では部分放電発生位相角がシフトし，印加電圧の最大値となる位相角

付近 (20- 90 , 200- 270[必g] )において大きい部分放電パルスが発生し，全路破壊に

至ることが分かった。

(3) G H z 帯放射電磁波のパルス数と 3σ管理法から求め得る累積破壊確率とを照

らし合わせることで，コイルの劣化状態を推定し，発電機運転停止の一つの基準とな

る可能性を示した。

(9) G. C. Stone, H. G. Seωing， N. F可imoto，叫 J. M. Braun: "Practical Implementation 

U1trawideband Partial Discbarge Detectors ヘ IEEE Trans. on El釘triω1 Insulation, Vol. 2 7 No. 1, 

pp. 70-81 , February 1992 

(10) w凶iedH凶er， "P訂国1 DischaIge De民ction in Ro阻.ting El即位1凶1 Machines", IEEE Electrica1 

Insulation Magazine, Vol. 8, No. 3, pp. 2 1-32 , May/June 1 992 

(11) A. Contin, G. Rabach, "PD Analysis of Rotating ac 陥chinesヘ IEEE Tra邸・ on El，町田ω1 Insu凶on，

Vol. 28 No. 6, December 1993 

(12) S. R. cam持ell， G. C. Stone, H. G. seωing， W. McDermid, R. B凶SC"日首tical On-line PD Te錨

for T山bine Generators and Motors", IEEE Trans. on Energy Conversion, pp. 28 1-287 , June 1 994. 

(13) G. C. Stone, T. E. G∞deve， H. G. Sedding, W. McDermid:"U皿広岡1 PD Pulse Phase 
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Di位ìbutions in Operating Rotating 1-匂C組問s" ， IEEE Trans. on Dielec位ics and El民trical In訊ili白on，

Vo1. 2 No. 4, pp. 5 6 7 -577 , August, 1 995 

(1 4) Sher Zaman Khan, Zhu Deheng, Jin xi組he， T組 Kexiong: "A New Adaptive Techn即応 for On-li即

Partial Discharge Monitoring" , IEEE Trans. on Dielectrics 但ld Electrical Insu1ation, Vol. 2 No. 4, 

pp. 7 0 0 -7 0 7, August1 9 9 5 

(15) K. Ito, Y. Kaneda, S. Kitamurn, K. Kimur3, A. Nishim四九 T. Tanaka, H. Tokura, 1. Okada 

"New Noi田 Rejection Techniques on Pulse-by-p叫se Basis for On-line Partial Discha弔eMI同町ement

ofT田bine Generatoぽ， 96 WM  154-5 EC, IEEE PES Win臼rMI民団g 1996 

(16) G, C. Stone，吋beU記 of Par凶1 Discha培eM伺匁民間凶 to Assess 血.e Condition of Ro凶ng 1-1achine 

Insulationヘ IEEE Electriω1 Insulation Ma伊zine， Vol. 12 No. 4, pp. 23 -2 7, July/Augt胤 1996

(1 7) V. K. Agarwal et al. ，勺le Mysteries of Multif配的r Ageingヘ IEEE El町出cal In釦凶on Ma伊zine ，

Vol. 12 No. 4, pp. 37 -43 , July/August 1996 

(1 8) 電気学会編:電気設備の診断技術，オーム社， pp. 7 -38 , 38 -59 , 129 -14 3 , 1988年

(1 9) 木村喬，春浪隆夫，金万直広，斉藤宗敬. J)外部アンテナを用いた GIS の絶

縁診断方法"電学論 B ， 115巻 10号， pp. 11 9 9 -1 2 0 7, 1 9 9 5年 10月

(20) 川田昌武，河崎善一郎，松浦虚土: " G H z 帯電磁波による非接触部分放電検

出法の検証"平成 7 年電気学会・電力エネル ギ一部門大会， No. 520 

(2 1 )川田昌武，河崎善一郎，松浦度士，武蔵谷敏男，音羽克則，黒木悟，森山隆:

" G H z 帯電磁波空間位相差法を用いた発電機固定子コイルの非接触部分放電検

出システムの開発"，電学論 B ， 117巻 2号， pp. 224 -232 , 1 997年 2月

(22) 岡部成光，財満，河野，"ワイプル分布関数による変電機器の絶縁の信頼度評価

について"，電学論A ， 113巻 1 1 号， pp. 7 9 1 -7 9 2 ，平成 5年

(23) 広瀬英雄，"長時間 V-t (電圧・寿命)特性に用いられる数学モデルについての

一考察"，電学論A ， 106巻 4号 pp.37.442 昭和 61年
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5. 1 緒言

近年，発電機・電動機といった同期機の大容量化・高機能化等に伴い，始動・停止

頻度の増大など使用条件は一段と過酷になっており，また，我が国では電気事業法に

おける規制緩和により定期点検間隔が延長される傾向にあることから，精度の高い診

断技術の開発・適用が望まれている。同期機において発生し得る事故は，固定子コイ

ルの絶縁破壊事故，軸受部の損傷，ブラシおよびスリップリングの事故，振動問題等

であり ( l) ~ ( 11 ) ，特に，固定子コイルと軸受部の事故は，長期間の運転休止を余儀な

ぐされることから，最も重要な診断箇所となっている。前章において発電機の固定子

コイルに対して，その絶縁破壊の予兆現象である P D (部分放電)を， P D より放射

されるマイクロ波帯電磁波を受信処理することで計測可能とした ( 1 2) , (1 3 ) ことを述

べた。

一方，軸受部の劣化診断法としては，低周波援動法，分光分析法，振動加速度法，

フエログラフィ一分析法等があげられる (14) - (1 6 ) 。なかでも，フエログラフィ一分
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析法は，摩擦部分の致命的な損傷を未然に防止することを目的として開発された摩耗

粒子分析法であり，他の方法では発見し得ない損傷形態(摩耗，焼付き，疲労はく離)

を検出できることから，有効な軸受部劣化診断法となっているい 5 )。 なお，フエログ

ラフィ一分析法は航空機のジヱツトエンジン，鉄道，自動車をはじめとして油圧機械

や精密機械等，摩擦面の損傷が問題となる多くの産業分野に適用されている。

しかしながら，フエログラフィ一分析法は摩耗粒子の種類・量・大きさ等を光学

(2 色)顕微鏡による分析官の目視により計測し E これらを劣化状態の判定基準とし

ていることから，欠陥の有無を判定するにはかなりの経験を必要とする。熟練者の不

足，疲労による誤診，診断時間の短縮等の問題を解決するという点から，その自動化

の必要性が増大している。

そこで本研究では，フエログラフィ一分析法の摩耗粒子の検出・判定の自動化を実

現するために，コンビュータによる画像処理技術とニューラルネットワークを用いた

システムを開発したので本章において述べる。具体的には，まず 2 色顕微鏡に取り付

けた CCD カメラによりディジタル画像をコンビュータに取り込む。次に，この画像

データに画像処理技術 (17). ( 18 ) ・ (22) を適用し，各摩耗粒子の特徴を抽出する。粒子

の特徴としては，分析官が経験的に粒子の色合い(反射度合い) ，大きさや形状等に

基づいて検出・判別を行っていることから，粒子の色情報から得られる輝度情報と面

積・周囲長・円形度を粒子判別のための特徴量とする。そして，この特徴量をニュー

ラルネットワーク (19)-(22) に入力し摩耗粒子の自動判別を行う。ニューラルネヅト

ワークはパターン認識や非線形マヅピング等に有効である(1 9)-( 22) と報告されてお

り，本システムはニューラルネットワークにより各摩耗粒子の特徴量の相互関係に基

づいた認識・判別を実現している。

なお，中形~大形や周速の早い周期機は，図 5. 1 に示すホワイトメタルを鋳入した

すべり軸受が使用されており，また，発電機等の大容量化に伴い，すべり軸受方式が

使用されていることから，すべり軸受の損傷過程において生じる摩耗粒子に着目し，

本システムの有効性を示すこととする。
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軸受メタル
(ホワイトメタノレ)

図 5. 1 すべり軸受

Fig.5.1 Bearing 
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5. 2 同期機すべり軸受の潤滑油中摩耗粒子検出

5. 2. 1 フエログラフィ一分析法

フエロ グ ラ フ ィ 一分析法は，潤滑油中から各摩耗粒子を分醗するフエログラフアナ

ラ イザーと ，その分離した結果から摩耗粒子を分析する 2 色顕微鏡により実現 ( 1 3) , 

( 1 4) されており ， 以下にその原理を述べる。

フ エ ログ ラ フアナライザーの原理を図 5. 2に示す。軸受部より採取した潤滑油をポ

ン プによりガラススライド上に涜す。スライドは僅かに傾けられており，磁場は下流

にい く ほど強くなっている。試料泊中の粒子には磁力の他，液体によって押し涜され

る 力 と 重力が作用する。粒子の大きさや材質によってこれらの力の受け方が異なり，

こ れらのバランスがとれた所で粒子はガラススライド上に沈着する。粒子が沈着した

こ のガラススライドをフエログラムと呼んでいる ( 1 4) , (15) 。同図において 56 [mm] 付

近が試料油の入口であり，磁性体の大きな粒子が沈着する。

そして，作成したフエログラムを図 5.3に示す 2 色顕微鏡により分析を行う。 2 色

顕微鏡はフエログラムに対して，上から白色反射光，下から緑色透過光と上下方向か

ら 2 色の光を照射できる様になっており，これにより粒子の形状だけではなく材質ま

でも鮮明に観察できる様になっている。分析官は経験的に各粒子の色合い(反射度合

い)とその大きさ，形状の複雑さにより判別している。

すべり軸受の潤滑不良としてフエログラフィ一分析法により検出される主な摩耗粒

子 と発生要因について表 5. 1 に示す。なお摩耗粒子の種類により，軸受部の欠陥の種

類が判別でき，かっ，その大きさ・個数により摩耗劣化の度合いが診断できる。特に，

切削摩耗粒子，球形粒子，シピヤースライデイング粒子，黒色酸化粒子の 4種類の粒

子は注意しなければならないとされている ( 1 5 ) 。

しかしながら，分析官は目視により各粒子を判別し，顕微鏡接眼レンズ内に写る格

子面積を 100 として，粒子が占有する表面積・個数をカウントする方法を行っている

ことから，自動化が望まれている。
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図 5. 2 フエログラムスライド

Fig.5.2 Ferrogram slide 

ム
と二主接眼レンズ

! 三官主光

図 5. 3 2 色顕微鏡

Fig.5.3 Ferrograph microscope 
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表 5. 1 分析フエログラフの摩耗粒子と発生要因

Table5.1 Wear particles and 也e caωes of ∞currene 

1 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11. 
発生原因 境 な 表 砂 疲 過 力日 力日 潤 腐 さREZ 

界 じ 面 等 負 速 滑
潤 み の の 洪n九 荷 度 製L 不良 食 食
滑 運転 突起 混

| 摩耗粒子分類 入

! 1 . 正常摩耗粒子 • • 
2. シビヤースライ • • • ディ ング粒子

3 . 切削摩耗粒子 • • 
4 . 球形粒子 • • 

I ~ 腐食粒子 • 
6. 黒色酸化粒子 • • • • 
7. 非鉄金属粒子 • • 
8. 非金属結品質質
粒子(無機 ) • 
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5. 2. 2 システム構成

本システムの構成を図 5. 4に，その仕様を表 5. 2に示す。フエログラフィ一分析法は

通常， 2 色顕微鏡により目視計測を行うが，本システムは 2 色顕微鏡に CCD カメラ

を取り付け，この CCD カメラにより摩耗粒子画像を取得する。この画像は画像ボー

ドによりコンビュータに読み込まれ，デジタルデータとして取り扱う。このデジタル

画像データは 512x480 画素の各色(赤，緑，青) 8 bit ，つまり，

5 1 2 x 480 x 8 x 3 bit のデータ形式となっている。なお各摩耗粒子は上述した様に，種

類によりフエログラムスライド上で分布する位置が異なることから，各場所において

特定の粒子に着目して画像を取得する。取得した摩耗粒子の画像データの代表伊j を

図 5. 5に示す。顕微鏡の倍率は 500倍である。なお非金属結品質粒子は，他の粒子と比

較して大きいため，顕微鏡の倍率は 200倍である。

5. 2. 3 画像処理技術による摩耗粒子の特徴抽出法

種類判別といったパターン認識の基本的な考え方は，入力パターンと標準パターン

との近さ(似ているか，似ていないか)をはかり，近ければ近いほど入力パターンは

標準パターンと確実に同じものであると判断するい 7 )・ (18 ) 。そこで，距離の概念を

導入し，パターンから取り出した複数の特徴から成る特徴空間を形成することで，摩

耗粒子の判別を行う。粒子の特徴としては，分析官が経験的に粒子の色合い(反射度

合い) ，大きさ，形状の複雑さに基づいて検出・判別を行っていることから，本論文

では色情報から得られる輝度情報と粒子の面積・周囲長・円形度を粒子判別のための

特徴量とする。

本システムは，コンビュータに取り込まれた画像データに対して，画像処理技術の

適用による摩耗粒子の切り出し・特徴量の計算を行う前処理部と，その種類を判別す

る 3 層ニューラルネットワーク ( 17) - (21 ) の 2 つの処理過程から構成されている。な

お，ニューラルネットワークを用いて学習・認識を行う際，画像データそのものを入

力データとする方法も考えられるが，画像データをそのまま用いるとネットワークが
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大規模になり，学習が困難となる場合が多いことから，本システムでは各粒子の特徴

を抽出することで種類の判別を行う。

この特徴量による空間分布を形成する前処理部のフローチャートを図 5.6 に示し，

以下にその処理について述べる。前処理部ではまずコンビュータに取り込まれた画像

データに対して各画素の輝度( Intensi可)を計算する。なお輝度は HSI Color Model 

(色相 :Hue ，彩度 :Saruration ，輝度 : Intensity) の定義 (22 ) から算出している。この輝度

値によるヒストグラムにより，各粒子の切り出しを行うための 2 値化のしきい値(上

限値と下限値)を最初に設定する。このしきい値は，各摩耗粒子固有の値となること

から，この値を輝度の特徴量とする。

次に，このしきい値を用いて画像中の摩耗粒子を 2 値化し，その粒子のラベリング

( 1 7) , (18) を行う。なおラベリング処理により，画像中 (512x 480画素中)の粒子の

個数が分かる。その際，画像データ中に背景ノイズが含まれていることから，ノイズ

除去処理を行う。そして，ラベリングされた各粒子に対して，粒子の形状に関する特

徴である面積・周閤長・円形度を以下の様に計算する( 1 8) , (1 9 ) 。

(a) 面積 :図形に属する画案数を計算。

(b)周囲長:図形の輪郭線の画素数を計算。斜め方向は垂直・水平方向に対して .，fi倍

して補正。

(c) 円形度:面積，周囲長を元に，形状の複雑さを測る特徴量。

円形度=4π(面積) / (周囲長) 2 

よって特徴量は， 2 値化処理における輝度ヒストグラムのよ限値・下限値，図形形

状である面積・周囲長・円形度の 5 つとなり，この 5 つの特徴量により特徴空間分布

を形成することとする。

しかしながら，特徴をそのまま特徴空間の軸にとって良いかどうかが問題となる。

すなわち，特徴軸の取り方により，ユークリッド距離が異なることから，特徴軸は何

らかの形で正規化する必要がある。正規化には種々の方法が考えられているが，平均

値の周りの分散を各軸について等しくする方法 ( 1 6) , (1 7) を適用する。この正規化手

法を以下に述べる。
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() 
2 色顕微鏡 モニター

図 5. 4 摩耗粒子画像の取得・処理システム

Fig.5.4百le system to get 組d pr，∞ess digital images 

表 5. 2 画像データ取得システムの仕様

Table5.2 Specificaiton of 也e system 

2色顕微鏡 : OLYMPUS社製 BH-2
CCDカメラ :島津理化器社製 CCD-21
画像ボード
コンピュータ

:サイバーテック社製 CT-9801E
:日本電気社製 PC98シリーズ
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( g) 非鉄金属粒子(真鎗)

(h ) 非金属結晶粒子(無機質)

摩耗粒子画像

( c )切削摩耗粒子

図 5. 5 
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(1) 摩耗粒子画像の取り込み

(2) 摩耗粒子画像の 2値化
ｷ HSI Color Model の定義
輝度値:I=(R+G+B)/3 より各粒子の
しきい値(上限値、下限値)を設
定し 2 値化を行う。

(3) 各粒子のラベリング

(4) 雑音除去

(5) 輪郭線の追跡

(6) 図形形状の計算
(面積・周囲長・円形度)

(7) 特徴量の正規化

図 5. 6 前処理部のフローチャート

Fig . 5 . 6 百le flowchart of pre-processing 
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5. 2. 4 ニューラルネットワークによる認識法

上記において正規化された特徴データを用いて，摩耗粒子の種類判別を，図 5 . 7 に

示す 3 層の階層型ニューラルネットワークにより行う。 ニューラルネットワークの各

パラメータは表 5 . 3の通りとした。入力層ユニット数は，特徴量が 5であることから 5

とした。中間層ユニット数は，学習・認識に影響を及ぼすことから， 10-"'60 で検討

を行った。出力層ユニヅト数は摩耗粒子が 8種であることから 8とした。なおユニット

の入出力変換関数はシグモイド関数であり，学習は逐次修正によるパックプロパゲー

シヨン(誤差逆伝搬法)学習則を用いた"教師あり学習"である ( 1 7 )・ ( 2 1) 。学習の

収束条件は最小 2 乗誤差が O. 1 以下か，最大学習回数が 1000固となった場合とした。

学習を行う際，標準データである学習データの決定が重要となる。すなわち，学習

データが各摩耗粒子の特徴を表現していることが必要であることから，本論文では各

摩耗粒子数個の特徴量の平均値を，上述した様に正規化し学習データとした。表 5. 4 

に学習データを作成する際に用いたデータ数と認識(判別)データ数を示した。なお

同表の学習データを作成した際のデータと認識データは重複していない。各摩耗粒子

のデータ数における相違は発生頻度に関係しており，データ数が少ない粒子は発生頻

度が低く，取得データ数が少なく，一方，データ数が多い粒子は発生頻度が高く，デ

ータ取得が容易であったことに因っている。また，認識データの特徴量の正規化は，

標準データである学習データから求めた分散値を用いている。
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学習データ
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4. 非鉄
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6. 腐食
7. 切削

0.9 8. シピヤー

表 5. 4 学習・認識データ数

Table5 .4 百le nwnber of trむning and r∞0倶izing data 

教師データ

摩耗粒子の種類
学習データ

認識データ数作デ成のタ数際の

1.正常摩耗粒子 20 57 

2. シビヤースライディング粒子 4 5 

3. 切削摩耗粒子 5 6 

4. 球形粒子 20 90 

5. 腐食粒子 20 67 

I 6. 黒色酸化粒子 8 9 

7. 非鉄金属粒子 3 4 

8. 非金属結品質粒子(無機質) 6 6 

粒子数の合計 (330) 86 244 
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g 

, , 
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ニューラルネット学習方法
(パックプロパゲーション学習員Ij)

f[l)=l J 

1 + exp( -i) 
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臼

図 5 ， 7 3 層構造ニューラルネットワーク

Fig , 5, 7 3 ・layer吋 Neural Networks 

表 5 ， 3 3 層ニューラルネットワークの各パラメータ

Table5.3 The parameほr of 3 ・layeI記 Neural Networks 

入力層ユニット数
中間層ユニット数
出力層ユニット数
ラーニングレート η
モーメンタム α
最小 2 乗誤差
最大学習回数
ユニット変換関数

5 
: 10---60 

8 
0.2 
0.9 
o. 1 
1000 

:シグモイド関数
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5. 2. 5 摩耗粒子の検出・認識結果

前処理部に より 得 られた摩耗粒子標準データ(学習データ)の特徴空間マッピング

を 図 5. 8 に示 す。 本論文では，輝度における 2値化のしきい値(上限値・下限値)と，

形状を 示す面積・ 周囲長・円形度の 5 つを摩耗粒子の特徴量としたことから， 5 次元

空間表現( 5 本の特徴軸)を示す必要がある。しかしながら， 5 次元空間を示すこと

は表現よ 困難な こ とから， 5 次元特徴空間を分割して表現し，同図 (a) に輝度値によ

る 2 次元マ ッピング，同図(b) に形状による 3 次元マッピングを示した。なお同図(b)

の面積・周囲長・円形度の各軸は互いに従属関係にあることは明らかであることから，

各輸は正確には直交していないが，本論文では直受系と仮定して取り扱うこととした。

同図 (a， b) より，各摩耗粒子間にある程度の距離が保たれてはいるが，各摩耗粒子

を認識する距離を任意に決定することは難しいことが分かる。ニューラルネヅトワー

クは， こ の様な空間分布に対して学習によりクラス分けを実現するとされている (18)

- (22) 
。

実際に，この標準データによる 5 次元特徴空間分布を 3 層型ニューラルネットワー

クに学習させた結果を表 5. 5に示す。同表は，各ネットワークの学習収束時における

学習回数と最小 2 乗誤差値を示しており，各ネットワークは中間層ユニット数によら

ず，学習収束条件である最小 2 乗誤差 O. 1以下を満たしたことが分かる。

これらのネットワークを用いて入力データを認識させた結果を表 5. 6に示す。同表

の認識に用いた入力データは，学習データを作成した際に用いたデータ群を含めたデ

ータ(粒子数; 86) と，学習データ群を含まない認識データ(全粒子数: 244) であ

る 。 認識条件は各摩耗粒子に対応する出力層ユニットが最大値を示す場合とした。
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表 5. 7 各粒子ごとの認識率

表 5.5 各ネットワークにおける学習結果 Table5 . 7 百le re∞匹ition rate of each we訂 particle

Table5.5 The 仕勾ning results 

1\季\耗\粒\子~分類ユ中間ニ\層ョ\ト\数 認識率[九] (学習データを含む: 330) 

10 20 30 40 50 60 平均

1 .正常摩耗粒子 68.831 67.532 70. 130 70. 130 70. 130 70. 130 69.481 

2. シビヤースライ
55.556 100.000 100.000 100.000 88.889 88.889 88.889 

ディング粒子

3. 切削摩耗粒子 100.000 90.909 100.000 90. 909 100.000 100.000 

4. 球形粒子 87.273 89.091 87.273 88. 182 87.273 88. 182 87.879 

1
5 腐食粒子 100.000 100.000 98.507 98.851 97.700 100.000 99. 176 

6. 黒色酸化粒 76.471 76.471 88.235 76.471 88.235 88.235 82.353 

7. 非鉄金属粒子 57. 143 57. 143 57.143 57. 143 57. 143 57. 143 57. 143 

8. 粒非金子属(結無機品質質) 83.333 83.333 91. 667 83.333 83.333 83.333 

| 中間層ユニット数 学習回数[回] 収束 2 乗誤差

1 0 144 0.09999 
2 0 132 0.09973 
3 0 194 0.09978 
40 350 0.09926 
5 0 113 0.09971 
6 0 111 0.09986 

表 5. 6 中間層ユニット数と認識率

Table5.6 The relation betw民n 也e numb町 of hidden units and 也e re<氾伊ition rate 

認識率[九]

中間層 学習データ 学習ノ百企、データ 認識データ
ユニット数 のみ をむ のみ

:86 :330 :244 

10 89.535 83.030 82. 787 
20 88.372 85.455 84.426 
30 93.023 86.364 83.607 
40 91.860 85. 758 84.016 
50 90.698 85. 758 84.016 
60 91.860 86.667 84.836 
平均 90.891 85.505 83.948 

同表より，学習データ作成の際に用いたデータ("学習データのみ"，粒子数 : 86)

のニューラルネットワークによる認識率の平均値は約 91 [%]であり，学習データを含

むデータ(全粒子数 :86+244=330) の認識率は約 86[%] ，認識データ(粒子数 244) の

みで約 84 [%]であることが分かる。実際に本システムを適用する場合には，学習デー

タと認識データは異なるデータ群であることから，実用上の本システムの認識率は 84

[%]である。

また，本システムがどの様な粒子に対して有効であるかを検討する必要があること

から，粒子ごとの認識率として表 5.7に示す。同表における認識率は，学習データを

含むデータ(全粒子数: 330) による値を示している。同表より，粒子の種類により

認識率が異なっていることが分かる。特に，異常摩耗粒子として注意すべきとされて

いるシピヤースライディング粒子，切削摩耗粒子，球形粒子，黒色酸化粒子を認識率

82 --97[%] という高い値で検出していることから，本システムは十分に実用化でき

るといえる。一方，認識率が低い粒子(正常摩耗粒子，非鉄金属粒子)は，その特徴

量による分布の分散が大きいことに起因していると考えられる。なお，フエログラフ
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イ一分析法の診断は摩耗量を None， Few, Moderate, Heavy の 4 段階に分けて判定する

(1 5 , 1 6) ことから，本システムは摩耗粒子を自動検出・判別し，劣化状態(摩耗粒子

の個数・大きさより)を判定するよで有効であることが分かる。

5. 3 結言

本章では，同期機すべり軸受の劣化診断法であるフエログラフィ一分析法の摩耗粒

子 自動検出を実現するため，コンビュータによる画像処理技術とニューラルネットワ

ー クを用いたシステムを提案した。

具体的には，フエログラフィ一分析法で使用される 2 色顕微鏡に取り付けた CCD

カメラによって得たディジタル画像から，画像処理技術を適用することで各摩耗粒子

の特徴量の抽出を行い，ニューラルネットワークを用いてこの特徴量から摩耗粒子の

判別を行うものである。得られた結果は次のとおりである。

( 1 )本システムは認識率 84[%] 以上で摩耗粒子を判別し，同時にその摩耗粒子の

個数，大きさ(面積)を計測していることから，軸受部の劣化状態の自動判定を可能

とした。

( 2 )発生機構から特に注意すべき異常摩耗粒子とされているシビヤースライディン

グ粒子，切削摩耗粒子，球形粒子，黒色酸化粒子を認識率 82--97[%] という高い値

で検出していることから，本システムは十分に実用化可能であることを示した。
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第 6 章

企士
'1'口

号ぷ入
員問

本論文は，電力機器の診断技術開発の一環として，現在この分野で重要な課題とな

っている G 1 S (ガス絶縁関閉装置)と発電機の固定子コイルの絶縁破壊の予兆現象

である P D (部分放電)の検出技術の開発と，発電機・電動機等の回転機軸受部の自

動診断技術の開発を目的として行った研究成果を纏めたものである。以下にョ第 2 章

から第 5 章において得られた成果を述べ結論とする。

く第 2 章〉

第 2 章では，絶縁劣化の予兆現象である PD (部分放電)から放射される電磁波に

着目し，その電磁波を検出する電磁波空間位相差法の提案と，検出システムの開発を

行った。電磁波空間位相差法は放射電磁波を複数のアンテナで受信することにより，

各アンテナ閣の到達時間差を求める方法である。本手法を G 1 S (ガス絶縁関閉装置)

と，発電機の固定子コイル絶縁に適用した。なお， G 1 S ではVHF 帯 (MH z) 電

磁波，発電機では SHF 帯 (GH z) 電磁波を受信・解析したo 得られた結果は次の

とおりである。
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( 1) S F e 7Jスで絶縁された GIS 内において発生させた PD より放射される VHF

帯広帯域電磁波( 20 酢目z] -200 酢lliz] )を複数 (4 本)の検出用アンテナで受信し，

電磁波空間位相差法により PD の検出を行った。放射電磁波の到達時間差が，電磁波

空間位相差法より求まることから，部分放電発生スパンの位置標定を非接触で行うこ

とが可能となった。

また，検出電荷量はアンテナとの距離に依存するが，アンテナをより GIS の近傍

(数 [m] 程度)に配置して測定を行うことにより，数 100 [PC] の部分放電を検出できる

ことが可能となった。

( 2 )発電機固定子コイルにおいて発生した PD を非接触計測可能とするシステムを

開発した。本システムは， P D によって放射されるマイクロ波帯電磁波を 2 本のアン

テナで受信し，マイクロ波プリアンプを通した後に，独自に設計・製作した GHz 帯

相関型受信機(ダウンコンパータ)で周波数変換し，電磁波空間位相差法を適用する

ことで， P D の検出を行うものである。

固定子コイル部分モデルに対して本システムを適用した結果，本システムは固定子

コイル部分モデルの P D (数 1000[PC] )から放射されたマイクロ波帯電磁波を検出し

た。すなわち，本システムは固定子コイルと非接触で，放電電荷量が数 1000 [PC] 程度

の PD検出を可能とすることを示した。

また，実運用に供している火力タービン発電機の定期分解点検時において，本シス

テムを用いた PD検出を実施した結果，本システムは実機においても，放電電;荷量が

数 1000 [PC]の PD を検出可能であることを示した。そして，発電機運転中の PD検出

を行うために，発電機内に 2 本のアンテナを取り付けて計測を行った結果，本システ

ムは発電機運転中においても，放電電荷量が数 1000 [PC]程度の PD を検出可能とする

ことを示した。

く第 3 章>

第 3 章では， S F 6 ガス中における PD の放電電荷量と PD により放射される電磁波

の周波数時間変化(ダイナミックスペクトラム)との関係について検討した。なお，

PD の時間一周波数解析を行うにあたり E ウエープレヅト変換を用いる手法を提案し
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適用した。得られた結果は次のとおりである。

( 1 )同ーの欠陥に対し，電圧を増減させて PD放電電荷量を増減させた場合， P D 

の放電電荷量と放射電磁波の周波数成分との聞に相関関係が存在することが明らかに

なった。すなわち， P D の放電電荷量が小さい場合は，その放射電磁波は主に高周波

成分(1 40-2 00 伊田z]) から成っており，放電電荷量の増加に伴い，低周波成分 (20-8 0β伯

z]) が増加し，且つ，その低周波成分の持続時間も増加することが分かった。また，

この結果は統計的にも再現性があることが確かめられた。

( 2 )本手法は放電電荷量が数 100 [PC)レベルである場合においても，その生起時閣

を正確に検出することが可能であることを示した。よって，電力機器の絶縁劣化の予

知方法として， P D の放射電磁波の周波数時間変化(ダイナミックスペクトラム)を

常時監視することの可能性が示された。

く第 4 章〉

第 4章では，発電機固定子コイルの絶縁破壊事故を未然に防止するという観点から，

絶縁破壊直前の GHz 帯放射電磁波を開発したシステムにより測定し，コイルの劣化

状態を評価する診断法を検討した。運転中発電機における固定子コイルの劣化要因と

しては複数よげられるが，特に，電気的劣化にのみ着目し，絶縁破壊試験によってコ

イルの劣化進展を模擬した。

実験としては，実運用に供していた火力タービン発電機(定格容量 156 [MVA] ，定

格電圧 18 [kV] ，累積運転時間 145 ， 578 伊] )よりサンプリングした固定子コイルの絶縁

破壊試験を行い，その GHz 帯放射電磁波の測定を行った。得られた結果は次のとお

りである。

( 1 )破壊実験に用いた固定子コイルの絶縁破壊電圧の分布は，ほぼ正規分布であり，

従ってコイルの寿命を示す残存破壊電圧最低値は 3σ管理法から 59. 52 [kV)と求めら

れた。そして，各印加電圧に対するコイルの絶縁劣化状態を正規分布関数により累積

破壊確率として示した。
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(2) GHz 帯放射電磁波の強度と発生部分放電パルス数が破壊直前に急増すること

が分かった。放射電磁波の印加電圧に対する発生位相角より，絶縁破壊の初期段階で

は印加電圧の微分値が大きい位相角( 0, 1 8 0 [deg] )において部分放電による破壊が進

展し，破壊直前では部分放電発生位相角がシフトし，印加電圧の最大値となる位相角

付近(2 0 ......, 9 0, 2 0 0......, 2 7 0 [deg] )において大きい部分放電パルスが発生し，全路破壊に

至ることが分かった。

(3) GH  z 帯放射電磁波のパルス数と 3σ管理法から求め得る累積破壊確率とを照

らし合わせることで，コイルの劣化状態を推定し，発電機運転停止の一つの基準とな

る可能性を示した。

く第 5 章>

第 5 章では，同期機すペり軸受の劣化診断法であるフエログラフィ一分析法の摩耗

粒子自動検出を実現するため，コンビュータによる画像処理技術とニューラルネット

ワークを用いたシステムを提案した。

具体的には，フエログラフィ一分析法で使用される 2 色顕微鏡に取り付けた CCD

カメラによって得たディジタル画像から，画像処理技術を適用することで各摩耗粒子

の特徴量の抽出を行い，ニューラルネットワークを用いてこの特徴量から摩耗粒子の

判別を行うものである。得られた結果は次のとおりである。

( 1 )本システムは認識率 84[%] 以上で摩耗粒子を判別し，同時にその摩耗粒子の

個数，大きさ(面積)を計測していることから，軸受部の劣化状態の自動判定を可能

とした。

( 2 )発生機構から特に注意すべき異常摩耗粒子とされているシピヤースライディン

グ粒子，切削摩耗粒子，球形粒子，黒色酸化粒子を認識率 82- 97[%] という高い値

で検出していることから，本システムは十分に実用化可能であることを示した。
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以上より，著者が行った研究は電力機器・設備の事故の未然防止，保守業務の合理

化を促進するとともに，効率的な更新計画に反映できるという点で，工業的にもきわ

めて意義が大きいものであるといえる。
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